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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　システムであって、該システムは、
　ベンダー情報を記憶するデータベースと、
　ウェブサイトをホストする少なくとも１つのサーバコンピュータと
　を備え、
　該少なくとも１つのサーバコンピュータは、命令を記憶する少なくとも１つの一過性で
ないコンピュータ読み取り可能な媒体上に具現化された制御論理を有し、
　該命令は、
　ベンダー集合の中の各ベンダーに対して、
　　該制御論理が、該ベンダー集合の中の該各ベンダーがウェブサイトを介してユーザに
提示されることを前提として、該データベースに記憶された該ベンダー情報を用いて、該
各ベンダーが製品の購入に関心がある該ウェブサイトのユーザに該製品を販売する確率（
Ｐｓ）を決定することと、
　　該制御論理が、該ユーザの選好履歴を前提として、該ユーザが該各ベンダーから該製
品を購入する確率（Ｐｂ）を決定することと、
　　該制御論理が、該ユーザおよび該各ベンダーが該製品に対する取引を成立させる確率
（Ｐｃ）を決定することであって、Ｐｃは、ＰｓおよびＰｂの関数である、ことと
　を行うことと、
　該制御論理が、該ベンダー集合から１つ以上のベンダーを選択することであって、該選
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択することは、該ベンダー集合に関連付けられたＰｃに基づいている、ことと、
　該制御論理が、該ユーザに関連付けられたユーザデバイス上の該ウェブサイトのユーザ
インターフェースを介して、該製品の購入に関心がある該ユーザに該１つ以上のベンダー
を提示することであって、該ユーザデバイスは、ネットワークを経由して、該少なくとも
１つのサーバコンピュータに通信可能に接続されている、ことと
　を行うように該少なくとも１つのサーバコンピュータによって翻訳可能である、システ
ム。
【請求項２】
　Ｐｓは、前記各ベンダーに関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、前記ベンダー
集合の中の他のベンダーに対する該特徴を表す第２の構成要素とを備え、該特徴は、該各
ベンダーの販売履歴実績率を備える、請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　Ｐｂは、前記ユーザに関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、該ユーザと前記各
ベンダーとの間の相互作用を表す第２の構成要素とを備える、請求項１に記載のシステム
。
【請求項４】
　前記第１の構成要素は、前記ユーザの社会経済的ステータスを備え、前記第２の構成要
素は、該ユーザと前記各ベンダーとの間の運転時間に関連付けられている、請求項３に記
載のシステム。
【請求項５】
　前記集合の中の各ベンダーは、前記ユーザまである距離の範囲内にあり、該距離は、閾
値未満であるか、または、地理的境界内にある、請求項１に記載のシステム。
【請求項６】
　前記集合から前記１つ以上のベンダーを選択することは、特定のエリアの中の各ベンダ
ーの予想される収益に少なくとも部分的に基づいている、請求項１に記載のシステム。
【請求項７】
　方法であって、該方法は、
　コンピューティング環境内にあるデータベースおよび少なくとも１つの一過性でないコ
ンピュータ読み取り可能な媒体を提供することであって、該データベースは、ベンダー情
報を記憶し、該コンピューティング環境は、少なくとも１つのサーバコンピュータを有し
、該少なくとも１つのサーバコンピュータは、ウェブサイトをホストし、かつ、命令を記
憶する少なくとも１つの一過性でないコンピュータ読み取り可能な媒体上に具現化された
制御論理を有し、該命令は、該少なくとも１つのサーバコンピュータによって翻訳可能で
ある、ことと、
　該制御論理が、ベンダー集合の中の各ベンダーに対して、
　　該ベンダー集合の中の該各ベンダーが該ウェブサイトを介して該ユーザに提示される
ことを前提として、該データベースに記憶された該ベンダー情報を用いて、該各ベンダー
が製品を該製品の購入に関心がある該ウェブサイトのユーザに販売する確率（Ｐｓ）を決
定することと、
　　該ユーザの選好履歴を前提として、該ユーザが該各ベンダーから該製品を購入する確
率（Ｐｂ）を決定することと、
　　該ユーザおよび該各ベンダーが該製品に対する取引を成立させる確率（Ｐｃ）を決定
することであって、Ｐｃは、ＰｓおよびＰｂの関数である、ことと
　を行うことと、
　該制御論理が、該ベンダー集合から１つ以上のベンダーを選択することであって、該選
択することは、該ベンダー集合に関連付けられたＰｃに基づいている、ことと、
　該制御論理が、該ユーザに関連付けられたユーザデバイス上の該ウェブサイトのユーザ
インターフェースを介して、該製品の購入に関心がある該ユーザに該１つ以上のベンダー
を提示することであって、該ユーザデバイスは、ネットワークを経由して、該少なくとも
１つのサーバコンピュータに通信可能に接続されている、ことと
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　を含む、方法。
【請求項８】
　Ｐｓは、前記各ベンダーに関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、前記ベンダー
集合の中の他のベンダーに対する該特徴を表す第２の構成要素とを備え、該特徴は、該各
ベンダーの販売履歴実績率を備える、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　Ｐｂは、前記ユーザに関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、該ユーザと前記各
ベンダーとの間の相互作用を表す第２の構成要素とを備え、該第１の構成要素は、該ユー
ザの社会経済的ステータスを備え、該第２の構成要素は、該ユーザと該各ベンダーとの間
の運転時間に関連付けられている、請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記集合の中の各ベンダーは、前記ユーザまである距離の範囲内にあり、該距離は、閾
値未満であるか、または、地理的境界内にある、請求項７に記載の方法。
【請求項１１】
　前記集合から前記１つ以上のベンダーを選択することは、特定のエリアの中の各ベンダ
ーの予想される収益に少なくとも部分的に基づいている、請求項７に記載の方法。
【請求項１２】
　命令が記録されたコンピュータ読み取り可能な記憶媒体であって、該命令は、コンピュ
ータによって翻訳可能であり、該命令は、
　ベンダー集合の中の各ベンダーに対して、
　　データベースに記憶されたベンダー情報を用いて、該ベンダー集合の中の該各ベンダ
ーが該ウェブサイトを介して該ユーザに提示されることを前提として、該各ベンダーが製
品を該製品の購入に関心がある該ウェブサイトのユーザに販売する確率（Ｐｓ）を決定す
ることと、
　　該ユーザの選好履歴を前提として、該ユーザが該製品を該各ベンダーから購入する確
率（Ｐｂ）を決定することと、
　　該ユーザおよび該各ベンダーが該製品に対する取引を成立させる確率（Ｐｃ）を決定
することであって、Ｐｃは、ＰｓおよびＰｂの関数である、ことと
　を行うことと、
　該ベンダー集合から１つ以上のベンダーを選択することであって、該選択することは、
該ベンダー集合に関連付けられたＰｃに基づいている、ことと、
　該ユーザに関連付けられたユーザデバイス上の該ウェブサイトのユーザインターフェー
スを介して、該製品の購入に関心がある該ユーザに該１つ以上のベンダーを提示すること
であって、該ユーザデバイスは、ネットワークを経由して、該コンピュータに通信可能に
接続されている、ことと
　を該コンピュータに行わせる、コンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項１３】
　前記集合から前記１つ以上のベンダーを選択することは、特定のエリアの中の各ベンダ
ーの予想される収益に少なくとも部分的に基づいている、請求項１２に記載のコンピュー
タ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項１４】
　Ｐｓは、前記各ベンダーに関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、前記ベンダー
集合の中の他のベンダーに対する該特徴を表す第２の構成要素とを備える、請求項１２に
記載のコンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項１５】
　Ｐｂは、前記ユーザに関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、該ユーザと前記各
ベンダーとの間の相互作用を表す第２の構成要素とを備える、請求項１２に記載のコンピ
ュータ読み取り可能な記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本願は、米国仮特許出願第６１／５０４，０１７号（２０１１年７月１日出願、名称「
ＭＥＴＨＯＤ　ＡＮＤ　ＳＹＳＴＥＭ　ＦＯＲ　ＳＥＬＥＣＴＩＯＮ，ＦＩＬＴＥＲＩＮ
Ｇ　ＯＲ　ＰＲＥＳＥＮＴＡＴＩＯＮ　ＯＦ　ＡＶＡＩＬＡＢＬＥ　ＳＡＬＥＳ　ＯＵＴ
ＬＥＴＳ」）の米国特許法§１１９の優先権の利益を主張し、この出願の全体が参照する
ことによって本明細書に援用される。
【０００２】
　（著作権の表示）
　本特許文献の開示部分は、著作権保護を受ける資料を含有する。著作権所有者は、特許
庁のファイルまたは記録に見られるような特許文献または特許開示を有する者によるファ
クシミリ複製に異議を唱えることはないが、それ以外は、いかなる場合も全ての著作権の
権利を留保する。
【０００３】
　（技術分野）
　本開示は、概して、顧客への販売店の提示に関する。特に、本開示は、ユーザ特性なら
びにそのような販売店の特性を考慮した、販売店の選択、フィルタリング、および／また
は提示に関する。
【背景技術】
【０００４】
　（背景）
　多くのタイプの販売店が存在し得る。販売店の一実施例は、特定の製品またはサービス
を販売する小売業者であり得る。別の実施例は、商品および／またはサービスを企業ある
いは個人に提供するベンダーまたはサプライヤーであり得る。具体的実施例として、供給
網において、製造業者は、製品を製造し、それらをベンダーに販売し得、ベンダーは、次
に、製品を消費者に販売し得る。この文脈においては、用語「ベンダー」は、製品を消費
者に販売したエンティティを指す。
【０００５】
　今日、消費者は、異なるベンダーと関連付けられた種々のウェブサイトをブラウズする
ことによって、ベンダーを特定することが可能である。既存の検索エンジンは、消費者が
、所望の製品をオンラインで検索することを可能にする。これらの検索エンジンは、次い
で、多くの場合、「ホットリンク」の形態において、消費者にベンダーのリストを返す。
【０００６】
　しかしながら、検索結果は、所望の製品および／または消費者に対して、様々な程度の
関連性を有し得る。その結果、常時、革新ならびに改良の余地がある。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　消費者は、明敏になりつつある。これは、特に、調査が、容易に達成されるオンライン
購入の状況に該当する。消費者は、したがって、購入を実行する前に、製品または販売店
（ベンダー、販売者、ディーラー等とも称される）をオンラインで検索することが習慣と
なっている。顧客が購入を実行する前に、製品またはベンダーをオンラインで検索するこ
との一般性が増すにつれて、ユーザの選好に基づいて、候補ベンダーを提示するためのシ
ステムおよび方法を開発する必要性が高まっている。しかしながら、ユーザが、製品の購
入（店舗購入またはオンライン購入であり得る）を行い得るベンダーを探すとき、候補ベ
ンダーは、ユーザが、他よりも一部のベンダーを好み得るような特性を有し得る。実際、
ある特性は、一部のベンダーにとって、売上が小額、ごく小額、または全くない可能性を
もたらし得る。同様に、消費者の異なる特徴もまた、特定のベンダーからの消費者の購入
の確率に差異をもたらし得る。
【０００８】
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　しかしながら、現在のオンライン取引の分野では、ベンダーのフィルタリング、選択、
または提示（集合的に、フィルタリングと称される）のための効果的システムおよび方法
が欠如している。一般的アプローチとして、全可能性として考えられるベンダー（時とし
て、価格、関連性、または他の特徴によってソートする能力を伴う）を列挙する、あるい
はユーザが、価格、距離、または他の製品属性によって、結果をフィルタリングすること
を可能にすることが挙げられる。
【０００９】
　加えて、ベンダーもまた、多くの場合、潜在的顧客（本明細書では、消費者という用語
と互換可能に使用される）を追求するために利用可能な資源を圧倒するほどの多数の問い
合わせを受け取るため、同様の優先順位化の困難を経験する。購入の可能性が低い消費者
から、関心を示したアイテムを購入する可能性がより高い消費者を効率的に識別するため
に、消費者に対するランク付け手順もまた、必要とされ得る。
【００１０】
　したがって、ベンダーのフィルタリング、選択、および／または提示のためのシステム
および方法は、システムおよび方法が、消費者ニーズと、販売成功のより高い発生確率を
有する、資源に制約のあるベンダーとをより整合させるように、消費者およびベンダー両
方によって使用され得るように、ユーザ特性およびベンダー特性の両方を考慮することが
望ましい。また、ベンダーのフィルタリング、選択、および提示のためのシステムおよび
方法は、両者からの特徴に従って、非常に利害関係のある消費者を的確かつ最善のベンダ
ーに整合させることによって、双方向決定プロセスに対処することが望ましい。
【００１１】
　ベンダーのフィルタリング、選択、および／または提示のためのシステムおよび方法の
実施形態は、（ａ）特定のベンダーが、特定の消費者に魅力的特性を保有するであろう確
率によってソートされる、候補ベンダーのランク付けされたリストを提示し、したがって
、より高い販売確率をもたらし、一実施形態では、仲介業者の予想される収益を最大限に
し得、（ｂ）その特性が、消費者によって必要とされるものとほとんど一致せず、したが
って、販売をもたらす可能性が低いため、消費者によって選択される可能性が低い、それ
らのベンダーの提示を抑制し得る。同一の論理が、潜在的顧客を選択するためのベンダー
にも同様に適用されるべきである。したがって、これは、オンラインユーザおよびベンダ
ーの理想的対合を識別することを模索する。
【００１２】
　そのようなシステムおよび方法の実施形態はまた、双方向で作用し、消費者に対しては
、高販売確率を伴うベンダーに基づいて、ベンダーをフィルタリングし、ベンダーに対し
ては、非常に利害関係のある消費者を選択し得る。フィルタリングおよびソートは、製品
ｔを検索している同一の集合Ｓ（Ｓ内のメンバーは、地理的近接性または他の共有特性に
基づき得る）内の人々と同様の検索特性を共有する個人の挙動の集約挙動に基づく、観察
されたデータに基づき得る。同様に、アルゴリズムは、顧客選択のためのベンダーの所定
の規則を要求せず、最も価値のある顧客をベンダーに提示し、同時に、ベンダーの資源お
よびベンダーの予想される最大収益を確保することによって、統計モデル化方法を使用す
る。
【００１３】
　本明細書に開示される実施形態は、より豊富なベンダー集合およびユーザ属性を考慮し
、経験的ベースの情報を利用して、取引を成立させる確率を算出し、購入決定プロセスの
間、最も重きを置いて検討されるそれらの特徴を識別するという利点を有し得る。特に、
ある実施形態は、以下の利点を提供し得る。
１）履歴データを使用して、販売の確率を経験的に決定する。
２）例えば、運転時間、ディーラー密度、利用可能な在庫、特典、顧客忠誠心のような付
加的要因を含むことによって、距離、価格、および販売履歴活動に関連する特徴に限定さ
れない。
【００１４】
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　いくつかの実施形態はさらに、予想される収益に基づいて、ベンダー集合をランク付け
またはフィルタリングし得る。例えば、実施形態は、地理的エリア内の各ベンダーに対し
て、販売確率と、したがって、さらに別のエンティティに対して生み出される、予想され
る収益とに基づいて、ベンダー集合をランク付けし得る。
【００１５】
　本開示のこれらおよび他の側面は、以下の説明および付随の図面と併せて検討されるこ
とによって、さらに認識および理解されるであろう。しかしながら、以下の説明は、本開
示の種々の実施形態およびその多数の具体的詳細を示すが、限定ではなく、例示として与
えられることを理解されたい。多くの代用、修正、追加、および／または再配列が、その
精神から逸脱することなく、本開示の範囲内で行われてもよく、本開示は、全てのそのよ
うな代用、修正、追加、および／または再配列を含む。
本願明細書は、例えば、以下の項目も提供する。
（項目１）
　システムであって、該システムは、
　サーバコンピュータと、
　該サーバコンピュータによって翻訳可能である命令を記憶する少なくとも１つの一過性
でないコンピュータ可読媒体と
　を備え、該命令は、
　ベンダー集合の中の各ベンダーに対して、
　　ベンダーが該ベンダー集合の中に提示されることを前提として、該ベンダーが、製品
の購入に関心があるユーザに該製品を販売する確率（Ｐｓ）を決定することと、
　　該ユーザの選好履歴を前提として、該ユーザが該ベンダーから該製品を購入する確率
（Ｐｂ）を決定することと、
　　取引を成立させる確率（Ｐｃ）を決定することであって、Ｐｃは、ＰｓおよびＰｂの
関数である、ことと、
　　該ベンダー集合から１つ以上のベンダーを選択することであって、該選択することは
、それと関連付けられたＰｃに基づいている、ことと、
　　該１つ以上のベンダーを、該ユーザと関連付けられたユーザデバイス上のユーザイン
ターフェースを介して、該製品の購入に関心がある該ユーザに提示することであって、該
ユーザデバイスは、コンピュータネットワーク接続を経由して、該サーバに通信可能に接
続される、ことと
　を行う、システム。
（項目２）
　Ｐｓは、前記ベンダーと関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、前記ベンダー集
合の中の他のベンダーと比較して該特徴を表す第２の構成要素とを備える、項目１に記載
のシステム。
（項目３）
　前記特徴は、前記ベンダーの販売履歴実績率を備える、項目２に記載のシステム。
（項目４）
　Ｐｂは、前記ユーザと関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、該ユーザと前記ベ
ンダーとの間の相互作用を表す第２の構成要素とを備える、項目１に記載のシステム。
（項目５）
　前記第１の構成要素は、前記ユーザの社会経済的ステータスを備える、項目４に記載の
システム。
（項目６）
　前記第２の構成要素は、前記ユーザと前記ベンダーとの間の運転時間と関連付けられる
、項目４に記載のシステム。
（項目７）
　前記集合の中の各ベンダーは、前記ユーザまである距離の範囲内にあり、該距離は、閾
値未満であるか、または地理的境界内にある、項目１に記載のシステム。
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（項目８）
　前記集合から前記１つ以上のベンダーを選択することは、特定のエリアの中の各ベンダ
ーの予想される収益に少なくとも部分的に基づいている、項目１に記載のシステム。
（項目９）
　方法であって、該方法は、
　ベンダー集合の中の各ベンダーに対して、
　　ベンダーが該ベンダー集合の中に提示されることを前提として、該ベンダーが、製品
を該製品の購入に関心があるユーザに販売する確率（Ｐｓ）を決定することと、
　　該ユーザの選好履歴を前提として、該ユーザが該ベンダーから該製品を購入する確率
（Ｐｂ）を決定することと、
　　取引を成立させる確率（Ｐｃ）を決定することであって、Ｐｃは、ＰｓおよびＰｂの
関数である、ことと、
　　該ベンダー集合から１つ以上のベンダーを選択することであって、該選択することは
、それと関連付けられたＰｃに基づいており、該選択は、コンピュータによって行われる
、ことと、
　　該１つ以上のベンダーを、該ユーザと関連付けられたユーザデバイス上のユーザイン
ターフェースを介して、該製品の購入に関心があるユーザに提示することであって、該ユ
ーザデバイスは、ネットワーク接続を経由して、該コンピュータに通信可能に接続される
、ことと
　を含む、方法。
（項目１０）
　Ｐｓは、前記ベンダーと関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、前記ベンダー集
合の中の他のベンダーと比較して該特徴を表す第２の構成要素とを備える、項目９に記載
の方法。
（項目１１）
　前記特徴は、前記ベンダーの販売履歴実績率を備える、項目１０に記載の方法。
（項目１２）
　Ｐｂは、前記ユーザと関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、該ユーザと前記ベ
ンダーとの間の相互作用を表す第２の構成要素とを備える、項目９に記載の方法。
（項目１３）
　前記第１の構成要素は、前記ユーザの社会経済的ステータスを備える、項目１２に記載
の方法。
（項目１４）
　前記第２の構成要素は、前記ユーザと前記ベンダーとの間の運転時間と関連付けられる
、項目１２に記載の方法。
（項目１５）
　前記集合の中の各ベンダーは、前記ユーザまである距離の範囲内にあり、該距離は、閾
値未満であるか、または地理的境界内にある、項目９に記載の方法。
（項目１６）
　前記集合から前記１つ以上のベンダーを選択することは、特定のエリアの中の各ベンダ
ーの予想される収益に少なくとも部分的に基づいている、項目９に記載の方法。
（項目１７）
　コンピュータプログラム製品であって、該製品は、コンピュータによって翻訳可能であ
る命令を記憶する少なくとも１つの一過性でないコンピュータ可読媒体を備え、該命令は
、
　ベンダー集合の中の各ベンダーに対して、
　　ベンダーが該ベンダー集合の中に提示されることを前提として、該ベンダーが該製品
を該製品の購入に関心があるユーザに販売する確率（Ｐｓ）を決定することと、
　　該ユーザの選好履歴を前提として、該ユーザが該製品を該ベンダーから購入する確率
（Ｐｂ）を決定することと、
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　　取引を成立させる確率（Ｐｃ）を決定することであって、Ｐｃは、ＰｓおよびＰｂの
関数である、ことと、
　　該ベンダー集合から１つ以上のベンダーを選択することであって、該選択することは
、それと関連付けられたＰｃに基づいている、ことと、
　　該１つ以上のベンダーを、該ユーザと関連付けられたユーザデバイス上のユーザイン
ターフェースを介して、該製品の購入に関心があるユーザに提示することであって、該ユ
ーザデバイスは、ネットワーク接続を経由して、該コンピュータに通信可能に接続される
、ことと
　を行う、コンピュータプログラム製品。
（項目１８）
　前記集合から前記１つ以上のベンダーを選択することは、特定のエリアの中の各ベンダ
ーの予想される収益に少なくとも部分的に基づいている、項目１８に記載のコンピュータ
プログラム製品。
（項目１９）
　Ｐｓは、前記ベンダーと関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、前記ベンダー集
合の中の他のベンダーと比較して該特徴を表す第２の構成要素とを備える、項目１８に記
載のコンピュータプログラム製品。
（項目２０）
　Ｐｂは、前記ユーザと関連付けられた特徴を表す第１の構成要素と、該ユーザと前記ベ
ンダーとの間の相互作用を表す第２の構成要素とを備える、項目１８に記載のコンピュー
タプログラム製品。
【００１６】
　付随の本明細書の一部を形成する図面は、本開示のある側面を描写するために含まれる
。図面に図示される特徴は、必ずしも、正確な縮尺で描かれていないことに留意されたい
。本開示およびその利点のより完全な理解は、付随の図面（類似参照番号は、類似特徴を
示す）と関連して検討される、以下の説明を参照することによって得られ得る。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】図１は、販売店を提示するためのシステムの一例示的実施形態の簡略化された概
略表現を描写する。
【図２】図２は、本明細書に開示される実施形態が実装され得る、一例示的ネットワーク
アーキテクチャの簡略化された概略表現を描写する。
【図３】図３は、販売店を提示するための流れ図の概略表現を描写する。
【図４】図４、５、６ａ、および６ｂは、販売店を提示するために利用される、スクリー
ンショットの表現を描写する。
【図５】図４、５、６ａ、および６ｂは、販売店を提示するために利用される、スクリー
ンショットの表現を描写する。
【図６ａ】図４、５、６ａ、および６ｂは、販売店を提示するために利用される、スクリ
ーンショットの表現を描写する。
【図６ｂ】図４、５、６ａ、および６ｂは、販売店を提示するために利用される、スクリ
ーンショットの表現を描写する。
【図７】図７は、販売店を顧客に提示する方法の一例示的実施形態の概略表現を描写する
。
【図８】図８は、郵便番号－ディーラー対に対する運転距離／時間を生成する方法の一例
示的実施形態の概略表現を描写する。
【図９】図９は、クライアントデバイス上に表示されるスクリーンショットの概略表現を
描写する。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明ならびにその種々の特徴および有利な詳細は、付随の図面に図示され、以下の説
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明に詳述される、非限定的実施形態を参照して、より完全に説明される。公知の開始材料
、処理技法、構成要素、および機器の説明は、本発明を詳細において不必要に曖昧にしな
いように、省略される。しかしながら、発明を実施するための形態および具体的実施例は
、本発明の好ましい実施形態を示すが、限定ではなく、単なる例示として与えられること
を理解されたい。本発明の根本概念の精神および／または範囲内の種々の代用、修正、追
加、および／または並べ替えは、本開示から当業者に明白となるであろう。本明細書で論
じられる実施形態は、コンピュータ可読媒体（例えば、ハードディスクドライブ、フラッ
シュドライブまたは他のメモリ）、ハードウェア回路または同等物、あるいは任意の組み
合わせ上に常駐し得る、好適なコンピュータ実行可能命令内に実装されることができる。
【００１９】
　本明細書に開示されるシステムおよび方法の実施形態は、ベンダーが、製品の購入に関
心があるオンラインユーザに提示されることを前提として、販売確率を決定し得る。本確
率は、ベンダーの選択、フィルタリング、またはユーザへの提示（本明細書では、集合的
に、フィルタリングと称される）において使用され得る。
【００２０】
　例えば、一実施形態では、販売確率Ｐｓは、ユーザの観点から、２つの構成要素を有す
る。
１）個々のベンダーの種々の特徴と、価格、利用可能な在庫、ベンダーによって提案され
る特典、販売履歴実績等を含む、製品提供とを反映する、構成要素。
２）同一の特徴を反映するが、同様に、同時に表示されるであろう、他のベンダーと比較
して表される、構成要素。
【００２１】
　ベンダーのリストをフィルタリングする本プロセスは、加えて、ベンダーに恩恵をもた
らすように拡張されることができる。補完作用として、ベンダーが、オンライン関心を示
したユーザのリストにフィルタを適用し、より高い製品の購入確率を有するそれらのユー
ザ（潜在的顧客）にその注意を集めることになるであろう。本フィルタは、例えば、利害
関係があるユーザを追求するために利用可能なベンダーの資源（例えば、販売員、電子メ
ール応答者等）の可用性が、そのベンダーがオンライン製品検索に現れた全ユーザに対し
て、均衡に注意を向けるために不十分であるとき、使用され得る。
【００２２】
　購入確率Ｐｂは、ベンダーの観点からもまた、２つの構成要素を有し得る。
１）所得、家族数、純資産、ベンダーからのその距離、履歴購入頻度、履歴購入選好等を
含む、個々の顧客の種々の人口統計特徴を反映する構成要素。
２）その顧客に対するベンダーの販売履歴（忠誠心に対する価値尺度）、顧客の地元／近
所内の他者に対する販売履歴、その顧客までのベンダーの場所を含む、特定の顧客および
特定のベンダーの相互作用を説明する特徴。購入者の店舗訪問を要求する、大型の耐久消
費財の場合、ベンダーまでの距離は、顧客に対する付加的相互作用要因である。
【００２３】
　双方向決定プロセスは、以下のように、
　　Ｐｃ＝ｆ（Ｐｓ，Ｐｂ）
単一測定基準、すなわち、取引を成立させる確率に組み合わせられ得る。
【００２４】
　本確率は、顧客ニーズと、販売成功のより高い発生確率を有する、資源に制約のあるベ
ンダーとをより整合させるように、顧客およびベンダーによって使用され得る。本システ
ムおよび方法は、したがって、顧客検索時間を簡略化し、「的確な」製品およびサービス
をその標的顧客に提示することにより、ベンダーの利益を増加させ、販売資源を販売を生
み出す可能性がより高い顧客に配分することによって、ユーザおよびベンダーの両方に利
点を提供し得る。
【００２５】
　より具体的には、ある実施形態によると、取引を成立させる確率は、顧客への販売確率
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およびベンダーからの購入確率として、２つの部分に分解され得る。顧客の観点から、ベ
ンダーｉが、製品ｔを販売する確率は、他のベンダー集合Ｓ内に提示されたことを前提と
して、以下の形式のロジスティック回帰式に基づいて算出される：
【００２６】
【数１】

であって、各Ｘｉ，ｔ，ｋ（ｋ＝１，...，ｍ）は、製品ｔに関するベンダーｉの特徴を
反映し、各Ｘｉ，ｔ，Ｓ，ｑ（ｑ＝ｍ＋１，...，ｒ）は、製品ｔに関するベンダーｉお
よび集合Ｓ内のベンダーｉとともに提示された他のベンダーの特徴を反映する。
【００２７】
　ベンダーｉの観点から、顧客ｃが、ベンダーから、製品ｔを購入する確率は、以下のロ
ジスティック回帰式によって算出され得る：
【００２８】
【数２】

であって、各Ｙｃ，ｔ，ｋ（ｋ’＝１，...，ｎ’）は、製品ｔに関心がある顧客ｃの特
徴を反映し、各Ｙｃ，ｉ，ｑ（ｑ’＝ｎ＋１，...，ｒ’）は、ベンダーｉからの顧客ｃ
の履歴購入挙動の特徴を反映する。
【００２９】
　各構成要素を別個に検討するのではなく、双方向決定プロセスは、購入者と販売者との
間の相互作用を含意するため、いくつかの実施形態では、単一の値が、ロジスティック関
数
【００３０】
【数３】

に基づいて、顧客とベンダーとの整合を検討するために算出され得る。
【００３１】
　ロジスティック回帰は、データを論理関数に適合することによって、事象の発生確率の
予測のために使用される統計手法である。これは、二項結果（販売対非販売）をモデル化
するための経験的ベースの統計手法である。
【００３２】
　１）個々のベンダー特徴、２）他のベンダーと比較した個々のベンダー特徴、３）個々
の顧客特徴、および４）顧客の選好履歴を反映する独立変数が、取引成立とのその関係の
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経験的知識に基づいて、潜在的要因として提案され得る。
【００３３】
　いくつかの実施形態では、データ変換が、大きな相違または傾斜分布を伴う変数に対し
て使用され得る。欠測値は、履歴データの地域平均の使用等、適切な推定に基づいて、入
力され得る。いくつかの実施形態では、統計分析ソフトウェア（例えば、ＳＡＳ　Ｐｒｏ
ｃ　Ｌｏｇｉｓｔｉｃ）において利用可能な順、逆、および段階的モデル選択手順が、独
立変数を選択するために使用され得る。再スケール化または付加的導出変数もまた、ある
変数の相違を低減させ、係数推定のロバスト性を増加させるために、定義され得る。最終
モデル係数は、履歴表示されるベンダーを前提として、結果として生じる推定販売確率が
、実際の観察された販売行為と一致するように、選定され得る。
【００３４】
　一実施形態では、交差検定が、モデル推定の一貫性を試験するために行われ得る。最終
データセットは、モデルを再適合するために、２つのグループにランダムに分割される。
この目的は、モデル推定が、異なるサンプリンググループ間でロバストであるかどうかを
試験することである。市場環境、顧客挙動、ディーラー特徴の経時的変化のため、最終モ
デルもまた、他のタイプの交差検定を受け得る。例えば、最終モデルデータソースが、長
い時間間隔において収集される場合、最終データセットは、時間によって、半分に分割さ
れ得る。最終モデルは、次いで、係数の一貫性を経時的に試験するために、サンプル「前
」および「後」の両方に再適合されるであろう。
【００３５】
　そのようなモデルおよびアルゴリズムに対して、種々の使用が存在することは明白であ
ろう。例えば、一実施形態では、そのようなモデルおよびアルゴリズムは、ベンダースコ
アアルゴリズム（ＶＳＡ）または算出（「ディーラースコアリングアルゴリズム」（ＤＳ
Ａ）としても知られる。ベンダーおよびディーラーという用語は、本明細書では、互換可
能に使用されるであろう）において使用され得、ユーザ提出製品検索に応答して、ベンダ
ーを選択、フィルタリング、または提示するために使用され得る。例えば、ユーザが、そ
の地理的場所（例えば、郵便番号または住所）および所望の製品を指定後、ＶＳＡは、そ
の特定の製品を販売する、ユーザの地元内の全ベンダーを識別することができる。ＶＳＡ
は、次いで、該当ベンダーをランク付けし、最高販売確率を伴うものをユーザに提示する
ことができる。ＶＳＡアルゴリズムは、例えば、価格－距離トレードオフ、ベンダー満足
度、過去の実績、在庫特徴、およびネットワーク特徴を組み込み、ある地理的エリアから
の顧客に対して取引を成立させる確率を求め得る。そのようなＶＳＡは、種々の顧客状況
、種々のチャネル、または種々のタイプの製品またはサービスにおいて使用され得る。
【００３６】
　システムおよび方法の実施形態は、購入および検索が、オンラインまたはオフラインで
達成される、ほぼあらゆる製品またはサービスの検索あるいは購入に有用に適用され得る
が、実施形態は、特に、新車のオンライン検索または購入の状況において、有用であり得
る。より具体的には、ある実施形態では、そのようなＶＳＡは、ベンダーに対するオンラ
イン検索をフィルタリングするために使用され得る。より具体的には、ある実施形態では
、そのようなＶＳＡは、オンライン自動車検索の状況で使用され、取引を成立させる確率
に基づいて、新車またはベンダーのオンライン検索をフィルタリングし得る。
【００３７】
　例えば、ＴｒｕｅＣａｒ（ｗｗｗ．ｔｒｕｅｃａｒ．ｃｏｍ）は、競争的先行価格見積
を提供する、自動車用ウェブサイトである。本明細書に開示されるシステムおよび方法の
実施形態は、ユーザ提出先行価格設定検索に応答して、ＴｒｕｅＣａｒネットワークにお
いて販売を生み出す可能性が高い、ディーラー（例えば、３つの選択されたディーラー）
をフィルタリングおよび提示するためのディーラー選択プロセスにおいて、そのようなウ
ェブサイトによって使用され得る。ある実施形態では、購入の高確率を伴う顧客からの問
い合わせのみ、ディーラーに送信されるであろう。本実施形態では、ＤＳＡは、ディーラ
ー価格、運転距離、ディーラーから顧客郵便番号までの運転時間、ディーラー特典、過去
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の実績、ディーラー場所、ディフェンディングチャンピオン、および在庫等の種々のディ
ーラー特徴を組み込んでもよい。いくつかの再スケール化変数がさらに、他の候補ディー
ラーと比較して、それらの特性を反映する、ディーラー特徴から導出されてもよい。検索
された車両製造業者、顧客地元ディーラーネットワーク密度、および検索された郵便番号
内の販売数のような郵便番号レベルの顧客履歴購入挙動指標等の顧客属性が、一意の顧客
が、他のユーザと比較して、ディーラーから購入する購入確率をモデル化するために含ま
れる。各ディーラーの予想される収益がさらに、ＤＳＡモデルの販売確率、地域需要、お
よびディーラーの在庫データからの組み合わされた情報によって、計算され得る。
【００３８】
　ここで、本明細書に提示されるシステムおよび方法の実施形態の使用の状況を与えるこ
とが有用であり得る。２００９年９月９日出願の米国特許出願第１２／５５６，１３７号
「ＳＹＳＴＥＭ　ＡＮＤ　ＭＥＴＨＯＤ　ＦＯＲ　ＳＡＬＥＳ　ＧＥＮＥＲＡＴＩＯＮ　
ＩＮ　ＣＯＮＪＵＮＣＴＩＯＮ　ＷＩＴＨ　Ａ　ＶＥＨＩＣＬＥ　ＤＡＴＡ　ＳＹＳＴＥ
Ｍ」に例示され、参照することによって、全体として本明細書に完全に組み込まれる、方
法およびシステムを検討することは、これらの実施形態の理解に有用であろう。Ｔｒｕｅ
Ｃａｒウェブサイトを使用して、各ユーザは、その郵便番号および価格設定に関心がある
車両の所望の製造業者／型式／オプションを入力する。一実施形態では、ＤＳＡは、３つ
のＴｒｕｅＣａｒ認定ディーラーを提示するために使用されてもよく、いくつかのプログ
ラムに対してのみ、非認定ディーラーを示すであろう。ユーザによって閲覧可能な画面の
実施例は、以下に説明される、図４、５、６ａ、および６ｂに示される。
【００３９】
　次に、オンラインソリューションプロバイダのエンティティコンピューティング環境ま
たはネットワーク１３０を備える、例示的システム１００の簡略化された概略表現を描写
する、図１を参照する。図１に図示されるように、ユーザ１１０は、（ホスティングウェ
ブサイト１４０をホストする１つ以上のサーバに通信可能に接続されるクライアントデバ
イスを介して）ウェブサイト１４０と相互作用し、その製品調査を実施し、恐らく、ウェ
ブサイト１４０を通して、新車または中古車を購入し得る。一実施形態では、ユーザの自
動車購入プロセスは、ユーザが、ユーザのコンピュータ上で起動するブラウザアプリケー
ションに、ネットワーク接続を経由して（例えば、ネットワーク１２０を介して）、ウェ
ブサイト１４０に要求を送信するよう指示すると、開始し得る。ユーザの要求は、エンテ
ィティコンピューティング環境１３０内のウェブサイト１４０に連結された制御論理１８
０を通して処理され得る。
【００４０】
　ユーザのコンピュータまたはクライアントデバイスの実施例として、中央処理ユニット
（「ＣＰＵ」）、読取専用メモリ（「ＲＯＭ」）、ランダムアクセスメモリ（「ＲＡＭ」
）、ハードドライブ（「ＨＤ」）または記憶メモリ、および入力／出力デバイス（「Ｉ／
Ｏ」）が挙げられ得る。Ｉ／Ｏは、キーボード、モニタ、プリンタ、および／または電子
ポインティングデバイスを含むことができる。Ｉ／Ｏの実施例として、マウス、トラック
ボール、スタイラス、または同等物が挙げられ得る。さらに、好適なクライアントデバイ
スの実施例として、デスクトップコンピュータ、ラップトップコンピュータ、携帯情報端
末、携帯電話、またはネットワークを経由して通信可能なほぼあらゆるデバイスが挙げら
れ得る。
【００４１】
　エンティティコンピュータ環境１３０は、ＣＰＵ、ＲＯＭ、ＲＡＭ、ＨＤ、およびＩ／
Ｏ等のハードウェア構成要素を有するサーバであってもよい。本明細書に説明される方法
の一部は、ＲＯＭ、ＲＡＭ、ＨＤ、データベース１５０、モデル１９０、またはそれらの
組み合わせ内に常駐し得る、好適なソフトウェアコード内に実装されてもよい。いくつか
の実施形態では、本明細書に開示される実施形態を実装するコンピュータ命令は、デジタ
ルアクセス記憶デバイスアレイ、磁気テープ、フロッピー（登録商標）ディスケット、光
学記憶デバイス、あるいは他の適切なコンピュータ可読記憶媒体または記憶デバイス上に
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記憶されてもよい。本明細書に開示される実施形態を実装するコンピュータプログラム製
品は、したがって、本明細書に開示される方法の実施形態を行うために、ＣＰＵによって
翻訳可能であるコンピュータ命令を記憶する、１つ以上のコンピュータ可読記憶媒体を備
えてもよい。
【００４２】
　例示的実施形態では、コンピュータ命令は、一連のコンパイルされたＣ＋＋、Ｊａｖａ
（登録商標）、または他の言語コードであってもよい。他のアーキテクチャが、使用され
てもよい。例えば、制御論理１８０の関数は、企業コンピューティング環境１３０内で分
散され、複数のコンピュータによって行われてもよい。故に、本明細書に開示される実施
形態を実装するコンピュータ命令を記憶するコンピュータ可読記憶媒体はそれぞれ、企業
コンピューティング環境１３０内の１つ以上のコンピュータ上に常駐する、またはそれに
よってアクセス可能であってもよい。ウェブサイト１４０、データベース１５０、制御論
理１８０、およびモデル１９０を含む、種々のソフトウェア構成要素およびサブ構成要素
は、単一サーバコンピュータまたは別個のサーバコンピュータの任意の組み合わせ上に常
駐してもよい。いくつかの実施形態では、ソフトウェア構成要素の一部または全部は、同
一のサーバコンピュータ上に常駐してもよい。
【００４３】
　いくつかの実施形態では、制御論理１８０は、ベンダー１２５ｉが製品を顧客に販売す
る確率および顧客が具体的ベンダー１２５ｉから製品を購入する確率に基づいて、取引を
成立させる確率を決定可能であってもよい。いくつかの実施形態では、制御論理１８０に
既知のディーラーおよびベンダー１２５ｉに関する情報は、データベース１５０上に記憶
され、図１に示されるように、制御論理１８０によってアクセス可能であってもよい。
【００４４】
　制御論理１８０は、モデル１９０を利用して、取引を成立させる高確率を伴うベンダー
１２５ｉのリストをフィルタリング、選択し、顧客に提示するように構成することができ
る。モデル１９０は、部分的に、利用可能なディーラーのリストからのデータおよびデー
タベース１５０および／またはディーラーからからのその業績履歴、データベース１５０
内に記憶されたユーザと関連付けられた情報、および／またはデータベース１５０内に記
憶されたベンダー１２５ａ－ｎと関連付けられた情報を含む、複数のシステム構成要素か
らの情報を利用し得る、ベンダー１２５ｉが製品を顧客に販売する確率および顧客が製品
をベンダー１２５ｉから購入する確率に基づいてもよい。
【００４５】
　図２は、本明細書に開示されるシステムおよび方法の実施形態を実装するために使用さ
れ得る、トポロジ２００の一実施形態を描写する。具体的には、トポロジ２００は、ネッ
トワーク２７０を通して、コンピューティングデバイス２１０（例えば、コンピュータシ
ステム、携帯情報端末、キオスク、専用端末、携帯電話、スマートフォン等）に連結され
る、エンティティコンピューティング環境２２０（本明細書では、ＴｒｕｅＣａｒシステ
ムとも称される）と、在庫会社２４０、相手先商標製品製造会社（ＯＥＭ）２５０、販売
データ会社２６０、金融機関２８２、外部情報ソース２８４、陸運局（ＤＭＶ）２８０、
および１つ以上の関連付けられた販売場所、本実施形態では、ベンダー２３０における１
つ以上のコンピューティングデバイスとを含む、一式のエンティティを備える。
【００４６】
　ネットワーク２７０は、例えば、無線または有線通信ネットワーク、例えば、インター
ネットまたは広域ネットワーク（ＷＡＮ）、公衆交換電話網（ＰＴＳＮ）、あるいは任意
の他のタイプの電子または非電子通信リンク、例えば、郵便、宅配便、もしくは同等物を
備えてもよい。
【００４７】
　エンティティコンピューティング環境２２０は、１つ以上のコンピュータ可読媒体上で
具現化される命令を実行する中央処理ユニットを伴う、１つ以上のコンピュータシステム
を備えてもよく、命令は、本明細書に開示される実施形態と関連付けられた機能性のうち
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の少なくともいくつかを行うように構成される。これらのアプリケーションは、インター
フェースモジュール２９２、データ収集モジュール２９４、および処理モジュール２９６
を実装するように構成される１つ以上のアプリケーション（コンピュータ可読媒体上で具
現化される命令）を備える、車両データアプリケーション２９０を含んでもよい。さらに
、エンティティコンピューティング環境２２０は、ディーラー情報、ディーラー在庫、お
よびディーラー先行価格設定等の得られたデータ２２４、ディーラーに対する品質スコア
等の動作の間決定されたデータ２２６、ディーラー集合コストモデルまたは価格比モデル
を備え得るモデル２２８、あるいは実施形態と関連付けられたまたはそれらの実施形態の
実装の間に決定された任意の他のタイプのデータを記憶するように動作可能である、デー
タ記憶２２２を含んでもよい。
【００４８】
　より具体的には、一実施形態では、データ記憶２２２内に記憶されたデータは、ディー
ラーの名称および場所等の対応するディーラー情報を伴うディーラー集合、ディーラーに
よって販売される製造業者等を含んでもよい。データ記憶２２２内のデータはまた、ディ
ーラーのそれぞれにおける現在の在庫内の車両構成を備える、ディーラー集合のそれぞれ
と関連付けられた在庫リストを含んでもよい。
【００４９】
　エンティティコンピューティング環境２２０は、例えば、コンピューティングデバイス
２１０におけるユーザからのクエリまたは検索を受信し、それに応答する、在庫会社２４
０、製造業者２５０、販売データ会社２６０、金融機関２７０、ＤＭＶ２８０、またはデ
ィーラー２３０とインターフェースをとり、データを取得する、あるいはエンティティコ
ンピューティング環境２２０によって、在庫会社２４０、製造業者２５０、販売データ会
社２６０、金融機関２８２、ＤＭＶ２８０、外部データソース２８４、またはベンダー２
３０のいずれかに取得もしくは決定されたデータを提供するように構成される１つ以上の
インターフェース２９２を利用することを含め、幅広い機能性を提供し得る。所与の状況
において利用される特定のインターフェース２９２は、エンティティコンピューティング
環境２２０によって実装される機能性、任意の特定のエンティティと通信するために利用
されるネットワーク２７０のタイプ、取得または提示されるべきデータのタイプ、データ
がエンティティから取得される時間間隔、種々のエンティティにおいて利用されるシステ
ムのタイプ等に依存し得ることを理解されるであろう。したがって、これらのインターフ
ェースは、例えば、ウェブページ、ウェブサービス、データがオペレータによって入力ま
たは同様にアクセスされ得る、データ入力またはデータベースアプリケーション、あるい
は特定の状況において利用されることが所望される、ほぼ任意の他のタイプのインターフ
ェースを含んでもよい。
【００５０】
　一般に、これらのインターフェース２９２を通して、エンティティコンピューティング
環境２２０は、在庫会社２４０、製造業者２５０、販売データ会社２６０、金融機関２８
２、ＤＭＶ２８０、外部データソース２８４、またはベンダー２３０のうちの１つ以上を
含む、種々のソースからデータを取得し、そのようなデータをデータ記憶２２２内に記憶
してもよい。本データは、次いで、エンティティコンピューティング環境２２０によって
グループ化、分析、または別様に処理され、同様にデータ記憶２２２内に記憶される、所
望のデータ２２６またはモデル２２８を決定してもよい。
【００５１】
　コンピューティングデバイス２１０におけるユーザは、提供されるインターフェース２
９２を通して、エンティティコンピューティング環境２２０にアクセスし、所望の車両構
成等のあるパラメータを指定してもよい。エンティティコンピューティング環境２２０は
、処理モジュール２９６を使用して、データを選択または生成することができる。ベンダ
ー２３０のリストが、選択されたデータセットから生成され、データが、処理から決定さ
れ、ユーザのコンピューティングデバイス２１０において、ユーザに提示されることがで
きる。より具体的には、一実施形態ではインターフェース２９２は、非常に直感的かつ有
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用様式において、選択されたデータセットをユーザに視覚的に提示し得る。
【００５２】
　特に、一実施形態では、視覚的インターフェースは、選択されたデータセットの少なく
とも一部を、参照価格設定データ点（例えば、仕切り価格、ＭＳＲＰ、ディーラー手数料
、市場平均、インターネット平均等）と比較して、定量化可能価格または価格範囲（例え
ば、「平均」、「良」、「優良」、「高過ぎる」等）を反映する、価格曲線、棒グラフ、
柱状グラフ等として、提示してもよい。視覚的インターフェースはまた、部分的に、顧客
の観点からの販売の確率およびベンダーの観点からの購入の確率に基づく、取引を成立さ
せる最高確率を伴うベンダー２３０のリストを含んでもよい。
【００５３】
　トポロジ２００内の種々の他のエンティティを参照すると、ベンダー２３０は、ＯＥＭ
２５０のうちの１つ以上によって製造された車両の小売店であってもよい。販売、財務、
部品、サービス、在庫、および事務処理業務ニーズの追跡または別様に管理するために、
ベンダー１３０は、ディーラー管理システム（ＤＭＳ）２３２を採用してもよい。多くの
ＤＭＳ２３２は、アクティブサーバページ（ＡＳＰ）ベースであるため、取引データ２３
４は、直接、ＤＭＳ２３２から、データがＤＭＳシステム２３２から読み出されることを
可能にする、「キー」（例えば、ＤＭＳシステム２３２内のアクセス権設定を伴う、ＩＤ
およびパスワード）を用いて、取得されてもよい。多くのベンダー２３０はまた、ネット
ワーク２７０を経由してアクセスされ得る、１つ以上のウェブサイトを有してもよい。
【００５４】
　加えて、ベンダーの現在の在庫は、ＤＭＳ２３２から取得され、データ記憶２２２内の
そのディーラーの情報と関連付けられてもよい。ベンダー２３０はまた、１つ以上の先行
価格をエンティティコンピューティング環境２２０のオペレータに提供してもよい（ネッ
トワーク１７０を経由して、ある他の電子形式またはある非電子形式のいずれかにおいて
）。これらの先行価格はそれぞれ、車両構成のリストおよび関連付けられた先行価格が、
データ記憶２２２内のベンダー２３０ｉと関連付けられ得るように、車両構成と関連付け
られてもよい。
【００５５】
　在庫会社２４０は、ベンダー１３０（例えば、そのようなデータをＤＭＳ２３２から取
得する）のうちの１つ以上から在庫データを取得および記憶し得る、１つ以上の在庫調査
会社、在庫管理会社、またはリスト集約会社であってもよい。在庫調査会社は、典型的に
は、ベンダーによって委託され、ＤＭＳ２３２からデータを引き出し、ウェブサイト上お
よび他のシステムによって使用するために、データをフォーマットする。在庫管理会社は
、ベンダーの代わりに、在庫情報（写真、説明、仕様）を手動でアップロードする。リス
ト集約会社は、在庫コンテンツを表示するウェブサイトを「抽出する」またはその「リン
クを張り」、リスティングウェブサイト（例えば、ＡｕｔｏＴｒａｄｅｒ．ｃｏｍ、Ｆｏ
ｒｄＶｅｈｉｃｌｅｓ．ｃｏｍ等）から直接フィードを受信することによって、そのデー
タを得る。
【００５６】
　ＤＭＶ２８０は、集合的に、ユーザが車両に関連するデータを提供する、任意のタイプ
の政府エンティティを含み得る。例えば、ユーザが、車両を購入すると、税金および権原
取得目的のために、その州（例えば、ＤＭＶ、州務長官等）に登録しなければならない。
本データは、典型的には、車両属性（例えば、型式年度、製造者、型式、走行距離等）お
よび税金目的のための販売取引価格を含む。
【００５７】
　金融機関２８２は、車両の購入に関与する当事者に任意のタイプの金融サービスを提供
する、銀行、貯蓄貸付組合、信用金庫等の任意のエンティティであってもよい。例えば、
購入者は、車両を購入するとき、金融機関からのローンを利用し得るが、ローンプロセス
は、通常、２つのステップを要求する。すなわち、ローンの申請およびローンの契約であ
る。これらの２つのステップは、金融機関が、ローンのリスクプロファイルを適切に査定



(16) JP 6049710 B2 2016.12.21

10

20

30

40

50

および理解するために、車両および消費者情報を利用し得る。典型的には、ローンの申請
およびローンの契約は両方とも、車両の提案および実際の販売価格を含む。
【００５８】
　販売データ会社２６０は、任意のタイプの車両販売データを収集する、任意のエンティ
ティを含んでもよい。例えば、配給提携した販売データ会社は、特定のベンダー２３０の
ＤＭＳ２３２システムから新品および中古品販売取引データを集約する。これらの会社は
、他のデータ会社、ディーラー、およびＯＥＭによるデータの内部分析または外部購入の
目的のため、収集されたデータを配給するために、ディーラー２３０からデータを読み出
すことを可能にする、ベンダー１３０との正式な契約を締結し得る。
【００５９】
　製造業者２５０は、ベンダー２３０によって販売される製品を実際に構築する、それら
のエンティティである。車両等のその製品の価格設定を導き出すために、製造業者２５０
は、ディーラーの手数料および価格に対する一般的指標として使用されるべき、車両およ
びそれらの車両のオプションの両方に対する仕切り価格およびメーカー希望小売価格（Ｍ
ＳＲＰ）を提供してもよい。これらの固定価格は、製造業者によって設定され、地理的地
域によって、若干変動し得る。
【００６０】
　外部情報ソース２８４は、任意の数の他の種々のソース、オンライン、またはその他を
備えてもよく、他のタイプの所望のデータ、例えば、車両、価格設定、人口統計、経済情
勢、市場、地域、消費者等に関するデータを提供してもよい。
【００６１】
　ここでは、トポロジ２００内に描写される種々のエンティティの全てが、本明細書に開
示される実施形態において、必要なわけではなく、または所望されるわけでもなく、トポ
ロジ１００内に描写されるエンティティに関して説明される機能性の一部は、単一エンテ
ィティに組み合わせられてもよく、または完全に排除されてもよいことに留意されたい。
加えて、いくつかの実施形態では、トポロジ２００内に示されない他のデータソースが、
利用されてもよい。トポロジ２００は、したがって、例示にすぎず、いかようにも、本明
細書に開示される実施形態にいかなる限定も課すものと捉えられるべきではない。
【００６２】
　種々の実施形態を詳しく検討する前に、再び、車両の例示的商品を使用して、トポロジ
の前述の説明される実施形態に関して、一般的概略を与えることが有用となり得る。ある
間隔において、エンティティコンピューティング環境２２０は、在庫会社２４０、製造業
者２５０、販売データ会社２６０、金融機関２８２、ＤＭＶ２８０、外部データソース２
８４、またはベンダー２３０のうちの１つ以上から収集することによってデータを取得し
得る。本データは、種々の車両構成に対する販売または他の履歴取引データ、在庫データ
、登録データ、財務データ、車両データ、ディーラーからの先行価格等を含んでもよい（
取得される種々のタイプのデータは、以下により詳細に論じられる）。本データは、特定
の車両構成に対応するデータセットをもたらすように処理され得る。
【００６３】
　ある時点において、コンピューティングデバイス２１０におけるユーザは、エンティテ
ィコンピューティング環境２２０によって提供される一式のウェブページ等の１つ以上の
インターフェース２９２を使用して、エンティティコンピューティング環境２２０にアク
セスしてもよい。本インターフェース２９２を使用して、ユーザは、ある一式の車両属性
（製造業者、型式、装備品、伝動機構、オプション等）または地理的場所等の他の関連情
報に対する値を定義することによって、車両構成を指定してもよい。指定された車両構成
と関連付けられた情報は、次いで、インターフェース２９２を通して、ユーザに提示され
てもよい。本情報は、指定された車両に対応する価格設定データならびに先行価格設定情
報、および／または取引成立の最高確率を伴うベンダー２３０ｉのリストを含んでもよい
。
【００６４】
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　特に、取引を成立させる最高確率を伴うベンダー２３０ｉのリストが、決定され、視覚
的様式において、コンピューティングデバイス２１０上のユーザに提示されてもよい。さ
らなる例示的実施形態では、エンティティコンピューティング環境２２０と関連付けられ
た所属組織に最高収益を生み出す可能性を伴うベンダー２３０ｉのリストが、ユーザに提
示されてもよい。所属組織への収益は、部分的に、収益要因とともに、取引を成立させる
確率に基づき得る。
【００６５】
　次に、図３を参照すると、ユーザに提示されるべきベンダーを決定するための方法の一
実施形態が、描写される。ステップ３１０では、特定のベンダーが、製品の購入に関心が
あるユーザに、製品を販売する確率（Ｐｓ）が、ベンダー集合の中に提示されることを前
提として、決定されてもよい。一実施形態では、例えば、特定のベンダーが、ユーザに製
品を販売する確率（Ｐｓ）は、２つの構成要素を含んでもよい。第１の構成要素は、特定
のベンダーの種々の特徴を反映してもよく、第２の構成要素は、第１の構成要素と同一の
特徴であるが、ベンダー集合の中の他のベンダーと比較して表されてもよい。
【００６６】
　ステップ３２０では、ベンダーから、ユーザが製品を購入する確率（Ｐｂ）が、ユーザ
の選好履歴を前提として、決定されてもよい。一実施形態では、例えば、ベンダーから、
ユーザが製品を購入する確率（Ｐｂ）は、２つの構成要素を含んでもよい。第１の構成要
素は、個々の顧客の種々の人口統計特徴を反映してもよい一方、第２の構成要素は、個々
の顧客および特定のベンダーの相互作用を反映してもよい。
【００６７】
　ステップ３３０では、集合の中の各ベンダーに対して取引を成立させる確率（Ｐｃ）が
、決定されてもよく、（Ｐｃ）は、（Ｐｓ）および（Ｐｂ）の関数である。前述のように
、この双方向決定プロセスは、
　　Ｐｃ＝ｆ（Ｐｓ，Ｐｂ）
のように表すことができる。
【００６８】
　ステップ３４０では、ベンダー集合からの１つ以上のベンダーが、各ベンダーと関連付
けられた（Ｐｃ）に基づいて選択される。取引を成立させる確率（Ｐｃ）は、顧客および
ベンダーによって使用され、顧客のニーズと、販売成功のより高い発生確率を有するベン
ダーとをより整合させ得る。さらなる例示的実施形態では、ベンダー集合からの１つ以上
のベンダーは、各ベンダーの予想される収益要因に基づいて選択されてもよい。
【００６９】
　ステップ３５０では、１つ以上の選択されたベンダーが、ユーザと関連付けられたユー
ザデバイス上のユーザインターフェースを介して、製品の購入に関心があるユーザに提示
されてもよい。１つ以上の選択されたベンダーをユーザに提示することによって、オリジ
ナル集合のサブ集合のみ、ユーザに提示され得る。したがって、成立の最高可能性を伴う
ベンダーのみ表示することによって、ユーザおよびベンダーの両方への利点として、顧客
の検索時間を簡略化する一方、ベンダーの利益を増加させ得る。
【００７０】
　図４は、その車両構成に対する価格設定データの提示と併せて、ユーザへの指定された
車両構成に対する先行価格設定情報４２０の提示のために、ＴｒｕｅＣａｒシステムによ
って提供される、インターフェース４００の一実施形態を描写する。インターフェース４
００内において、ユーザは、車両の特定の製造業者および／または型式に関連する情報を
入力可能であってもよい。インターフェース４００内において、ユーザはまた、ユーザと
関連付けられた郵便番号等の地理的情報を入力してもよい。それに応じて、ＴｒｕｅＣａ
ｒシステムは、価格報告４１０を生成し、インターフェース４００を介して、それをユー
ザに提示してもよい。
【００７１】
　価格報告４１０は、価格設定の正規化分布（例えば、取引価格の正規化分布）を図示す
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る、ガウス曲線４３０を備えてもよい。曲線のＸ軸上には、支払われた平均価格が、決定
されたディーラー手数料、仕切り価格、または店頭表示価格とともに表示され、取引価格
に対するこれらの価格妥当性および関連を示してもよい。決定された「良」、「優良」、
「高過ぎる」等の価格範囲もまた、ユーザがこれらの範囲を識別可能にするために、表示
された曲線下に、視覚的に表示される。
【００７２】
　加えて、価格設定情報４２０は、本価格設定情報４２０が、地理的地域内の他の提示さ
れた価格または価格範囲に関連して、どの位置にあるかをユーザが確認し得るように、ｘ
軸上に視覚的指標として表示されてもよい。
【００７３】
　図５は、価格設定情報と関連付けられたディーラー情報の提示のためのインターフェー
ス５００の実施形態を描写する。インターフェース５００は、「ディーラー特定」ボタン
がクリックされた後、車両５１０の特定の製造業者および型式（郵便番号０２７４８近傍
の２０１０　Ｆｏｒｄ　Ｅｘｐｌｏｒｅｒ　ＲＷＤ　４ＤＲ　ＸＬＴ）に対する上位３つ
のディーラー５２０、５３０、５４０を表してもよい。各ディーラーに対して、インター
フェース５００は、ディーラー情報、価格設定データ、車両構成データ、ならびに車両５
１０の特定の製造業者および型式に対するディーラーから提案される先行価格の取得に関
する説明を備えてもよい。
【００７４】
　部分的に、車両５１０の製造業者および型式に基づいて、インターフェース５００は、
車両５１０の購入に関心があるユーザに、１つ以上のベンダー５１０、５２０、５３０を
提示してもよい。１つ以上のベンダー５１０、５２０、５３０は、部分的に、ベンダー集
合の中の各ベンダーと関連付けられた取引を成立させる確率に基づいて、決定および／ま
たは選択されてもよい。
【００７５】
　インターフェース５００はまた、ユーザが、ユーザの氏名、住所、および連絡先情報等
の個人情報を入力し得る、書式５５０を含んでもよい。ユーザの個人情報は、ベンダーが
取引を成立させる確率をより正確または効率的に決定するために使用されてもよい。
【００７６】
　図６Ａおよび６Ｂを参照すると、パーソナル情報の入力に応じて、格付けされた（少な
くとも部分的に、ＤＳＡの実施形態を使用して）ディーラー６１０、６２０、６３０の識
別が、インターフェース６００を介して、価格保証および任意のディーラー特典とともに
、潜在的顧客に表示または提示される（図６Ｂでは、Ｃｏｌｏｎｉａｌ　Ｆｏｒｄは、２
つの特典：無料地方送達および特急勘定が列挙されていることに留意されたい）。
【００７７】
　ＤＳＡのいくつかの実施形態は、２００９年１２月３０日出願の特許出願第１２／６５
５，４６２号「ＳＹＳＴＥＭ，ＭＥＴＨＯＤ　ＡＮＤ　ＣＯＭＰＵＴＥＲ　ＰＲＯＧＲＡ
Ｍ　ＰＲＯＤＵＣＴ　ＦＯＲ　ＰＲＥＤＩＣＴＩＮＧ　ＶＡＬＵＥ　ＯＦ　ＬＥＡＤ」に
例示され、参照することによって、全体として本明細書に完全に組み込まれる。ここで、
そのような状況において使用するためのＤＳＡのそのような実施形態の１つが、どのよう
に実装され得るかに関して、より詳細に検討することが有用であろう。
【００７８】
　ａ．データ説明
　１）ＤＳＡデータ
　例えば、２０１０年９月から２０１１年４月まで収集されたデータに基づいて、合計８
２，９９４件の非誤整合販売および１８，２９６件の誤整合販売が存在するとする。誤整
合販売は、オプションによって、またはＤＳＡがそのディーラーを提示するように選定し
なかったためのいずれかによって、問い合わせを提出したが、問い合わせを該当販売ディ
ーラーに提出しなかった顧客からの販売である。一実施形態では、誤整合は、上位３位に
列挙されたディーラー識別コードと、販売者のディーラー識別コードとを比較することに
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よって識別される。販売ディーラーが、上位３位にない場合、誤整合が生じている。
【００７９】
　履歴ディーラー販売契約成約率および他のディーラー業績変数は、４５日の移動窓を使
用して計算される。２０１０年１０月１５日以降に発生した販売のみ、最終モデルサンプ
ルに含まれる。６３４，１８５件の観察および８１，０１６件の販売が、最終モデルに使
用される。誤整合販売ディーラーの価格オフセット情報が欠如しているため、価格オフセ
ットが、最終モデルで利用可能な８１，０１６件の販売のうち４，２６３件の誤整合（５
．３％）のみ含む。非誤整合は、ＤＳＡに基づく、３つの推奨されるディーラーのうちの
１つに発生したそれらの販売例として定義される。誤整合例は、ＤＳＡによって、上位３
位に推奨されなかった他のディーラーに発生した例、または販売ディーラーが表示された
が、問い合わせが行われなかったそれらの例として定義される。
【００８０】
　コホートは、単一ユーザクエリに応答するベンダーリストであり得る。コホートの実施
例は、異なるユーザクエリにおいて要求された車両を販売するために利用可能なＤＳＡ候
補ディーラーのリストである。実施形態では、コホート内の３つのディーラーは、ユーザ
に表示するために選択される。実施形態では、問い合わせが販売に変わるまでに時間がか
かるため、１５日未満の問い合わせを伴うコホートはまた、除外されてもよく、それらの
問い合わせは、ディーラーの販売契約成約率の過小評価を防止するために除外されてもよ
い。
【００８１】
　２）運転距離データ
　ディーラー場所までの検索郵便番号の運転距離および運転時間はｍａｐｑｕｅｓｔ．ｃ
ｏｍから求められる。欠測値の場合、運転距離および運転時間値は、類似近傍郵便番号に
対する平均運転距離および大円距離比に基づいて入力される。
【００８２】
　３）ディーラー在庫データ
　ディーラーの新車在庫情報は、ディーラーによって提供されるデータフィードから取得
されることができる。
【００８３】
　ｂ．特徴
　一実施形態では、少なくとも４つのタイプの特徴が、本アルゴリズムにおいて、取引成
立の確率の計算において考慮され得る。
【００８４】
　１）個々のベンダーを説明する特徴（Ｘｉ，ｔ）
　各ベンダーは、他よりユーザが好み得る、ある特殊特性を有する。それらの特定の要因
は、ベンダーの価格、利用可能な在庫、サービスおよび特典、過去の実績等を含む。
【００８５】
　価格は、常時、競争的市場における販売に大きな役割を果たす。車両の仕切り価格と異
なる価格オフセットは、ＤＳＡモデルにおける重要な要因と見なされる。異なる車両の大
きな価格相違を低減させるために、仕切り価格の割合としての価格オフセットが、モデル
内の主要価格変数として使用される。先行価格または除外価格を提供しないそれらのディ
ーラーに対しては、プログラム最大値が、その価格オフセットに対して使用される。プロ
グラム最大値は、特定のプログラムによって設定される価格オフセットに対する上限であ
ってもよい。ディーラーに対する先行価格が、プログラム最大値より大きくなると、プロ
グラム最大値が、ディーラーの価格の代わりに、ユーザに表示されてもよい。さらに、い
くつかのディーラーは、ある装備品に対して、価格オフセットを提供せず、それらの例は
、除外価格として見なされる。プログラム最大値は、ディーラーが除外価格を有するとき
、表示するために使用される。
【００８６】
　一実施形態では、顧客は、車両の入手不能が、誤整合販売または取引成立失敗の大きな
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原因であることを示しているため、ＤＳＡモデルは、モデル内の要因として、ディーラー
の全体的新車在庫を組み込む。顧客は、ディーラーを訪れるとき、価格保証に基づいて、
所望する正確な自動車を入手不可能である場合、苦情を申し立て得る。したがって、新車
在庫値は、全体的販売店サイズを測定するための変数として導入される。大規模販売店は
、小規模販売店より検索された車両を有する確率が高いと合理的に想定される。今までの
ところ、全ディーラーに対して利用可能な新車在庫データは１００％に満たず、在庫情報
を提供しないディーラーには、各コホートに対する候補ディーラーリスト内の在庫の平均
値が割り当てられる。
【００８７】
　車両自体に加え、自動車購入者はまた、その決定の際、保証、保守、および他のサービ
スを検討する。ＤＳＡの実施形態を使用するウェブサイトは、検索結果内に、その先行価
格および場所とともに、ディーラーの特別サービスを表示してもよい。したがって、ディ
ーラーが、特別サービスを提供するかどうかもまた、取引を成立させる確率に影響を及ぼ
し得る、潜在的要因として検討される。「特典」ダミー変数は、ディーラーが、制限付き
保証、返金保証、無料定期保守、品質検査、配送、無料洗車等のサービスのうちの任意の
１つを提供する場合、「１」として定義され、そうでなければ「０」として定義される。
【００８８】
　販売確率もまた、ディーラーの過去の実績に大きく関連する。優れた販売員および良好
な評判を伴うディーラーは、他より高い販売契約成約率を有するはずである。それらの要
因は、その販売履歴契約成約率によって測定される。一実施形態では、ＤＳＡモデルは、
過去４５日におけるその業績に基づいて、各ディーラーに対する販売契約成約率を計算す
る。４５日は、ディーラーの過去の実績を提供する中間長の時間枠であるが、また、ガソ
リン価格の変化または新しい型式発売等の要因による、全体的車両市場の変化を迅速に反
映することができるため、移動窓として選定され得る。ディーラー販売契約成約率の計算
の詳細については、以下の式１を参照されたい。いくつかのディーラーは、６０マイル以
内に位置する、それらの郵便番号からの問い合わせのみを受ける。販売契約成約率は、６
０マイル運転距離内の販売および問い合わせのみに基づく。販売契約成約率が、過去４５
日における無販売または無問い合わせにより、欠測しているとき、指定市場エリア（ＤＭ
Ａ）平均または任意の他の地理的境界平均販売契約成約率が、使用される。
【００８９】
【数４】

　販売店の在庫ステータスをより正確に予測し、ディーラーの最も最近の業績により加重
を置くために、１つ以上の変数「ディフェンディングチャンピオン」が、別のタイプの業
績測定変数として、モデルに追加されてもよい。ディフェンディングチャンピオンは、過
去の販売より最近の販売に高い加重を割り当てる。例えば、ディーラーは、３０日前の販
売より、昨日、販売を成功させた場合、より多くのクレジットを得るであろう。ある製造
業者に対して、最近、販売を行ったディーラーは、ある時間周期の間、販売を行っていな
いディーラーよりその在庫に類似自動車を有する可能性がより高いと想定される。
【００９０】
　車両製造業者は、取引を成立させる確率に影響を及ぼし得る、もう１つのディーラー特
徴である。異なる製造業者は、異なる確率関数を有し得る。ＤＳＡアルゴリズムの一実施
形態では、例えば、Ｍｅｒｃｅｄｅｓ－Ｂｅｎｚディーラーは、他の製造業者と比較して
、異なるパターンを示し、Ｍｅｒｃｅｄｅｓ－Ｂｅｎｚディーラーに対する販売契約成約
率は、他の製造業者を販売したネットワークディーラーと比較して、比較的に高い。
【００９１】
　２）他のベンダーと比較した個々のベンダーの特徴（Ｘｉ，ｔ，Ｓ）
　個々のベンダーの属性の絶対値は、その利点または競争性を反映しない場合がある。そ
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れらの特徴は、他のベンダーとの比較を通して、確認され得る。したがって、他の競合他
社と比較したベンダー特徴は、我々のアルゴリズムにおいて、販売確率を予測する際の重
要な要因である。
【００９２】
　ＤＳＡアルゴリズムの一実施形態では、運転時間、価格オフセット、販売履歴契約成約
率、在庫、およびディフェンディングチャンピオン等の個々のディーラー特徴の大部分は
全て、各コホート内の全候補ディーラー間で再スケール化される。個々のディーラーの履
歴ディーラー販売契約成約率、新車在庫は、以下の式を使用して、再スケール化される。
【００９３】
【数５】

運転時間、ディフェンディングチャンピオン、価格は、
【００９４】
【数６】

の異なる式を使用して、再スケール化される。
【００９５】
　全再スケール化変数は、０～１の範囲であり得る。全ディーラー特徴に対して、最良デ
ィーラーに値１を与えることが望ましくあり得るため、異なる式が、変数を再スケール化
するときに使用され得る。例えば、最高販売履歴契約成約率を伴うディーラーは、再スケ
ール化販売契約成約率１が与えられ得、最低販売契約成約率を伴うディーラーは、値０が
与えられ得る。同様に、最小運転時間を伴うディーラーは、値１が与えられ得、最大運転
時間を伴うディーラーは、値０が与えられ得る。
【００９６】
　最良価格の最近傍ディーラーを示すダミー変数も、同様に含まれ、他と比較して、ディ
ーラーの価格および距離を比較する。価格および運転時間の絶対差異を測定するための付
加的変数は、最大および最小値が有意に異ならない場合、それらの例に対する販売に及ぼ
すその影響を調節するために構築され得る。
【００９７】
　ネットワークディーラー密度は、ディーラーｉ（あるタイプのベンダー）自体およびデ
ィーラーに近い他のディーラーｊに関連する別の要因である。各ディーラーは、高ディー
ラー密度エリア内のその他と競合する必要があり、低ディーラー密度エリア内では優性で
あろう。一実施形態では、本製造業者およびディーラー密度相互作用は、同一の製造業者
レベルでのみ、考慮され得る。しかしながら、類似製造業者（例えば、Ｎｉｓｓａｎおよ
びＨｏｎｄａ）を伴うディーラーは、同様に競合他社となるであろう可能性がある。
【００９８】
　３）個々の顧客を説明する特徴（Ｙｃ，ｔ）
　個々の顧客の人口統計特徴は、製品に関する異なる関心をもたらし、同一の製品を異な
るベンダーから購入し得る。それらの要因として、所得、家族数、純資産、性別、履歴購
入挙動等が挙げられ得る。それらのユーザデータは、米国国勢調査データまたは異なる業
界のオンラインユーザデータベース等の公共データソースから取得することができる。
【００９９】
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　ＤＳＡアルゴリズムの一実施形態では、検索された車両製造業者および顧客地域ディー
ラー密度は、特定のコホートに対する購入確率（Ｐｂ）の予測に含まれる。車両製造業者
の顧客のオプションは、顧客の所得、家族数の潜在的指標である。高級自動車を購入する
人々は、価格にあまり敏感ではなく、運転時間により敏感である可能性が高い。この場合
、ＤＳＡアルゴリズムは、顧客が高所得郵便番号に由来するとき、距離により加重を置き
、取引成立確（Ｐｃ）を増加させることができる。また、高ディーラー密度を伴う大都市
に位置する顧客の場合、販売に対して価格がより重要である一方、２００マイル以内で利
用不可能な販売代理店が２つしかない地方エリア内の人々の場合、距離がより重要である
ことが想定され得る。ある運転時間区域内で利用可能なディーラーの数は、顧客地域ディ
ーラー密度変数として使用される。各製造業者に対するダミー変数が、統計ソフトウェア
（例えば、ＳＡＳ　Ｐｒｏｃ　ｌｏｇｉｓｔｉｃ）を使用して、モデル選択プロセスに含
まれ、３５の製造業者のうちの３つ（Ｍｅｒｃｅｄｅｓ－Ｂｅｎｚ、Ｍａｚｄａ、Ｖｏｌ
ｋｓｗａｇｅｎ）が、そのダミー変数に対して、有意なｐ－値をもたらし、それらの３つ
の製造業者が、他の製造業者と比較して、異なる販売確率を有することを示す。さらに、
製造業者およびディーラー密度相互作用項も、同様に試験され、Ｍｅｒｃｅｄｅｓ－Ｂｅ
ｎｚとディーラー密度との間の相互作用は、有意なままである。したがって、それらの要
因もまた、ＤＳＡモデルの実施形態に含まれてもよい。製造業者およびネットワーク特徴
は、各コホートが、異なる候補ディーラーに対して、同一の製造業者および密度情報を有
するであろうため、各コホート内のディーラーランクに影響を及ぼし得ないが、それらの
要因は、それらの３つの製造業者が、他の製造業者と比較して、販売確率の異なる関数を
有する、（例えば、各ディーラーに対する、またはＴｒｕｅＣａｒ等の問い合わせに対し
て、ディーラーによって支払われるエンティティの）予想される収益に影響を及ぼすであ
ろう。
【０１００】
　人口統計特徴に加えて、顧客の履歴購入選好もまた、その購入挙動に影響を及ぼし得る
。それらのタイプの要因は、取引の頻度および量、その取引が分類される価格レベルカテ
ゴリ（低、中、高）、過去の購入履歴等である。以前に２ドアＭｉｎｉ　Ｃｏｏｐｅｒを
購入した顧客は、異なる状況において使用され得る、４ドア自動車の購入を所望し得る可
能性がある。したがって、製造業者の以前の購入オプション、車両ボディタイプは、同様
に、次の購入の指標となるであろう。
【０１０１】
　４）特定の顧客および特定のベンダーの相互作用を説明する特徴（Ｙｃ，ｉ，）
　自動車購入の観点から、距離は、購入者の決定に影響を及ぼす、顧客とディーラーとの
間の最も重要な相互作用項の１つである。これはまた、車両と類似する他の大型製品にも
該当する。一実施形態では、ディーラーの大円距離が、検討されてもよい。しかしながら
、運転距離が、大円距離と比較して、距離のより良好な指標となるであろう、島および湖
を伴う、あるエリアが存在する（例えば、Ｇｒｅａｔ　ＬａｋｅｓまたはＬｏｎｇ　Ｂｅ
ａｃｈ（ＮＹ））。異なる場所における同一の運転距離が、異なる運転時間に関連し得る
ため、運転時間もまた、ＤＳＡモデルの実施形態に使用されてもよい。例えば、地方エリ
アにおける６０マイルは、１時間の運転に関連し得るが、大都市では、２時間またはさら
にそれ以上となり得る。したがって、運転時間は、異なる場所における人々に対して均等
化され得る、変数となるであろう。
【０１０２】
　ディーラーが、ある距離範囲内に位置するかどうかを示す、５つの運転距離導出ダミー
変数が、ある特殊例に対して、販売および距離関係を捕捉するために展開される。最も近
いディーラーおよび最も遠いディーラーに対する運転時間が、あまり大きく異ならない可
能性がある。それらの例では、それらの変数は、販売に及ぼす最小運転時間の影響を過大
評価しないように、最小運転時間における加重を調節するであろう。
【０１０３】
　加えて、ディーラー場所もまた、顧客が、２つの州の境界に位置するとき、販売に重要
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と同一の州に位置するディーラーを訪れる傾向があり得る。「同一の州」ダミー変数が、
したがって、我々のモデルに含まれ、顧客およびディーラーが、同一の州内に位置するか
どうか示す。
【０１０４】
　ある場合には、あるディーラーは、全郵便番号にわたるその平均業績と比較して、ある
郵便番号エリア内で顕著な業績を有する。これは、ある郵便番号内のいくつかの顧客人口
特性により得る。例えば、第１言語が英語ではない移民の密度が高い郵便番号は、その第
１言語を話すことができる販売員を伴う、またはその第１言語でのディーラーウェブサイ
トを有する、販売店を訪れ得る。したがって、特定の郵便番号内のディーラーの業績を測
定する変数もまた、ＤＳＡモデルの実施形態に含まれる。これは、過去４５日以内の特定
の顧客検索郵便番号内の販売数として定義される。
【０１０５】
　加えて、また、顧客は、本ディーラーから以前に自動車を購入している場合、同一のデ
ィーラーを訪れ得る可能性がある。顧客忠誠心効果は、実際の製品ではなく、サービスを
提供するいくつかの他の業界においてより顕著となり得る。これは、特定の顧客のあるベ
ンダーからの購入確率を予測するための最も重要な要因のうちの１つとなり得る。
【０１０６】
　動作上、ＤＳＡの実施形態は、独立変数の値をモデルにフィードし、集合ｓ内の各候補
ディーラーに対する確率を算出し、顧客ｃに対して取引を成立させる上位確率を伴うディ
ーラーを提示することによって、推定されるモデルを使用するであろう。
【０１０７】
　以下は、ＤＳＡモデルにおいて利用され得る変数の非排他的リストである。
【０１０８】
　・近接性
　・ディーラー販売契約成約率
　・価格
　・選択
　・ディーラー特典／利点  
　・顧客世帯属性
　・付加的顧客属性
　　　○信用度点
　　　○車庫データ（同一のブランドの車両の現在の所有者等）
　・付加的ディーラー属性
　　　○プロファイル完全性
　　　○ディーラー格付け
　　　○顧客満足格付け
　　　○ディーラー支払履歴
　・取引属性
　　　○取引タイプ（例えば、リース、現金、融資）
　・下取り（すなわち、下取り車両が関わるかどうか）。
【０１０９】
　実施例として、ＤＳＡは、同一の装備品（ｔ＝１，...，Ｔ）を同一の地方Ｌ（顧客の
検索郵便番号中心からディーラー場所までの運転時間距離≦３時間の場合、ｚ∈Ｌ）内に
位置する郵便番号ｚ（ｚ＝１，...，ＺＬ）におけるユーザに販売する全ディーラー（ｉ
＝１，...，Ｋ）を検討してもよい。本モデルは、在庫、ＤＳＡ履歴データ、運転距離、
およびディーラー特典の組み合わされたデータに基づくロジスティック回帰を使用する：
【０１１０】
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【数７】

ここで、
　δｃ，ｔ，S＝β０

　　｛個々のディーラーｉの特徴｝
　　＋β１ｘ各コホート内のディーラーの価格
　　＋β２ｘ各コホート内のディーラーの在庫
　　＋β３ｘディーラーの特典
　　＋β４ｘディーラーの販売履歴契約成約率
　　＋β５ｘディーラーのディフェンディングチャンピオン
　　＋β６ｘディーラーｉによって販売された装備品ｔの製造業者がＭｅｒｃｅｄｅｓ－
Ｂｅｎｚである
　　＋β７ｘディーラーｉによる親会社への支払の可能性
　　＋β８ｘディーラーｉが、プロファイルを完成している場合
　　＋β９ｘディーラーｉの格付け
　　＋β１０ｘディーラーｉの顧客満足
　　｛他の候補ディーラーｉ，Ｓと比較した特徴｝
　　＋β１１ｘＭｅｒｃｅｄｅｓ－Ｂｅｎｚ製造業者および密度相互作用
　　＋β１２ｘＭａｚｄａ製造業者および密度相互作用
　　＋β１３ｘＶｏｌｋｓｗａｇｅｎ製造業者および密度相互作用
　　＋β１４ｘディーラーが、最小運転時間を有する場合
　　＋β１５ｘディーラーが、各コホート内で最低価格を有する場合
　　＋β１６ｘディーラーの価格と請求書の割合における最大価格オフセットとの間の差
異
　　＋β１７ｘディーラーの運転時間と最小運転時間ディーラーとの間の差異
　　δｃ，ｔ，ｌ＝α０

　　｛個々の顧客ｃの特徴｝
　　＋α１ｘ顧客ｃの世帯所得
　　＋α２ｘ顧客ｃの家族数
　　＋α３ｘ顧客ｃの世帯サイズ
　　＋α４ｘ３０分の運転時間以内のディーラーの数
　　＋α５ｘ１時間の運転時間以内のディーラーの数
　　＋α６ｘ２時間の運転時間以内のディーラーの数
　　＋α７ｘ顧客ｃが、本タイプまたは本製造業者を以前に購入した場合
　　＋α８ｘ顧客ｃの信用度
　　＋α９ｘ顧客ｃの車庫データ（顧客ｃが、同一のブランドの車両の現在の所有者であ
る場合等）
　　＋α１０ｘ取引タイプ（リース、現金、融資等）
　　＋α１１ｘ潜在的購入と関連付けられた下取りが存在する場合
　　｛顧客ｃおよびディーラーｉの相互作用を説明する特徴｝
　　＋α１２ｘ顧客ｃからディーラーｉまでの運転時間
　　＋α１３ｘ顧客ｃが、ディーラーｉから以前に購入したことがある場合
　　＋α１４ｘディーラーｉの顧客ｃの郵便番号内の販売数
　　＋α１５ｘディーラーｉが、顧客ｃの１０マイル内にある場合
　　＋α１６ｘディーラーｉが、顧客ｃの１０－３０マイル内にある場合
　　＋α１７ｘディーラーｉが、顧客ｃの３０－６０マイル内にある場合
　　＋α１８ｘディーラーｉが、顧客ｃの６０－１００マイル内にある場合
　　＋α１９ｘディーラーｉが、顧客ｃの１００－２５０マイル内にある場合
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　　＋α２０ディーラーｉが、顧客ｃと同一の州内にある場合
　　＋εｃ，ｔ，ｉ　。
【０１１１】
　前述の要因はそれぞれ、取引を成立させる確率（Ｐｃ）を決定するために重要であり得
るが、実施形態は、各要因がＤＳＡ内に存在することを要求しない。例えば、ある実施形
態では、ＤＳＡは、個々のディーラーの以下の特徴：各コホート内のディーラーの価格（
β１）、各コホート内のディーラーの在庫（β２）、ディーラーの販売履歴契約成約率（
β４）、および顧客ｃおよびディーラーｉの相互作用を説明する特徴である、顧客ｃから
ディーラーｉまでの運転時間（α１２）を含んでもよい。
【０１１２】
　ディーラーランクは、顧客特徴および顧客選好履歴変数が、ＤＳＡから除外される場合
、変化し得ないが、取引成立の全体的確率が、異なる製造業者に対して異なるであろうた
め、依然として、ＤＳＡモデルの実施形態にそれらを含むように決定されてもよい。本確
率は、各ディーラーの予想される収益を計算するように適用されてもよく、その数は、製
造業者および顧客地域ディーラー密度のオプションによって影響されるであろう。
【０１１３】
　次に、利害関係がある消費者ｃに提示するために、Ｐｃを決定し、ディーラー集合ｉを
選択するための非限定的実施例が、これらの例示的パラメータとともに説明される：検索
郵便番号＝「０１７４８」Ｈｏｐｋｉｎｔｏｎ（ＭＡ）、Ｍａｋｅ＝「Ｔｏｙｏｔａ」、
Ｔｒｉｍ＿ｉｄ＝「２５２００６」、Ｔｒｉｍ＝「２０１２　Ｔｏｙｏｔａ　ＲＡＶ４　
ＦＷＤ　４ｄｒＩ４ｓｐｏｒｔ」。
【０１１４】
　表１
【０１１５】
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【表１－１】

【０１１６】
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【表１－２】

　表１が例示するように、加重または係数は、ＤＳＡモデルで利用される特徴と関連付け
られ得る。例えば、ディーラーｉが、消費者ｃにより近い（例えば、運転距離またはＤＤ
が、短い）場合、そのディーラーｉは、消費者ｃからより遠い別のディーラーより高い係
数を有するであろう。さらに、「＿ｉ」を伴う特徴は、属性が、ＤＳＡに追加されるか、
またはそうではないかのいずれかである、二相性属性であってもよい。再スケール化特徴
は、前述のような再スケール化変数であり得る。Ｓｔｄは、係数Ｐｒ＞の標準偏差を表し
、ＣｈｉＳｑは、属性が重要であるかどうかを表し得、オッズ比は、属性の相対的有意性
を表し得る。ネットワーク属性は、地理的地域内の競合他社または他のネットワーク化さ
れたディーラーの数を表し得る。属性に対する前述の係数を使用して、ＤＳＡモデルは、
Ｐｓ、Ｐｂを決定し得る。
【０１１７】
　以下の表２は、実施例として、消費者ｃに最も近く、消費者ｃが、購入に関心がある特
定の車両装備品を販売する、ディーラー集合ｉ（ｄｅａｌｅｒｓｈｉｐ＿ｉｄ）に対する
属性を示す。本非限定的実施例では、「ｇｃｄ」、「ｄｒｉｖｅ＿ｔｉｍｅ」、および「
ｄｒｉｖｅ＿ｄｉｓｔａｎｃｅ」は、ディーラーｉから消費者ｃまでの距離変数と関連付
けられた生データ／属性であり得る。例えば、「ｇｃｄ」は、ディーラーｉから消費者ｃ
までの、空中距離（「直線距離」）を表し得、「ｄｒｉｖｅ＿ｔｉｍｅ」は、ディーラー
ｉから消費者ｃまでの秒単位の運転時間距離を表し得、「ｄｒｉｖｅ＿ｄｉｓｔａｎｃｅ
」は、ディーラーｉから消費者ｃまでの運転距離を表し得る。「ＤＤ１０」、「ｒ＿ＤＴ
」、「Ｄｔ＿ｄｉｆｆ」は、集合Ｓ内の各ディーラーｉに対する変数の算出された属性を
表し得る。例えば、「ＤＤ１０」は、ディーラーが、消費者ｃの１０マイル以内にある場
合、与えられる二相性変数を表し得、「ｒ＿ＤＴ」は、集合の中の他のディーラーと比較
して、再スケール化運転時間を表し得、「Ｄｔ＿ｄｉｆｆ」は、集合Ｓ内のディーラーｉ
の最大運転時間距離と消費者ｃとの間の再スケール化値を表し得る。
【０１１８】
　表２
【０１１９】
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【表２】

　以下の表３は、消費者ｃに最も近いディーラーｉの属性を表す。「Ｐｒｉｃｅ＿ｏｆｆ
ｓｅｔ」は、ディーラーｉが、車両を販売する価格と「仕切り」価格との間の差異を表す
。さらに、「Ｍｉｎ＿ｐｒｉｃｅ＿ｉ」および「ｐｃｔ＿ｏｆｆｓｅｔ＿ｄｉｆｆ」は、
集合の中の各ディーラーに対する変数の算出された属性を表す。より具体的には、「Ｍｉ
ｎ＿ｐｒｉｃｅ＿ｉ」は、最低価格を有する集合Ｓ内のディーラーｉを反映する属性であ
って、「ｐｃｔ＿ｏｆｆｓｅｔ＿ｄｉｆｆ」は、ディーラーｉが車両を販売する価格と集
合Ｓ内のディーラーｉが車両を販売する最大価格との間の価格％差異を表す。　
【０１２０】
　表３
【０１２１】
【表３】

　以下の表４は、表３における特定のディーラーに関連する属性を表している。この場合
、ディーラー「９０５４」は、集合の中の「ｄｅｆｅｎｄｉｎｇ　ｃｈａｍｐｉｏｎ」と
して示されている。ディーラー「７７０８」は、１．００の販売契約成約率を有するとし
て示されているが、消費者Ｃとは同じ州ではないことに留意されたい。
【０１２２】
　表４
【０１２３】
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【表４】

　以下の表５は、
【０１２４】

【数８】

のように表され得るＰｃに基づくＤＳＡ格付けの実施例を表す。
【０１２５】
　表５
【０１２６】
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【表５】

　本非限定的実施例では、表４からのディーラー「３７３０」、「９０５４」、および「
９７５６」が、そのＤＳＡ格付けに基づいて、消費者ｃに提示するために選択される。図
５は、選択されたディーラーが、潜在的顧客と関連付けられたクライアントデバイスのデ
ィスプレイ上に提示または表示され得る実施例を描写する。当業者が理解するように、販
売店「８０８６」は、製品に対して、最低価格を有していたが、顧客までの距離等の他の
属性のため、最高格付け販売代理店に含まれなかった。
【０１２７】
　いくつかの実施形態では、所属組織が、ディーラーｉと消費者ｃとの間の取引の結果、
受け取り得る潜在的収益が、考慮されてもよい。例えば、ディーラー「９７５６」と関連
付けられた予想される収益は、実質的に、ディーラー「６８９５」と関連付けられた予想
される収益未満であると仮定すると、ディーラー「６８９５」は、ディーラー「９７５６
」が、ディーラー「６８９５」より高いＤＳＡ格付けを有する場合でも、消費者ｃへの提
示のために選択され得る。
【０１２８】
　いくつかの実施形態では、個々のディーラーの予想される収益ＥＲは、以下を使用して
計算することができる：
　　ＥＲ＝Ｐｃ・Ｒｇ・θｎ

ここで、ＥＲは、問い合わせから予想される収益を表し、Ｐｃは、取引成立確率を表し、
Ｒｇは、販売からもたらされる粗収益を表し、θｎは、正味収益調節を表す。一実施形態
では、粗収益Ｒｇは、線形回帰モデルから生成され得る。種々の実施形態では、粗収益Ｒ

ｇは、親会社の事業モデル、乗法モデル、または任意の他のタイプのモデルに応じて、決
定され得る。
【０１２９】
　非限定的実施例として、粗収益Ｒｇは、以下のように表され得る：
　　Ｒｇ＝Ｘβ
ここで、β係数は、最小二乗回帰から決定され、Ｘマトリクスは、推定される収益におけ
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る差異を単離するために選定される変数から構成される。
【０１３０】
　具体的には、収益式は、以下のように表され得る：
　　Ｒｇ＝β0

　　＋β１ｉｘ購入される車両の製造業者に対する指標
　　　　∀ｉ、ここで、ｉは車両製造業者を表す
　　＋β２ｘ（取引タイプ＝リースの場合）
　　＋β３ｘ（取引タイプ＝融資の場合）
　　＋β４ｘ（下取りが存在する場合）
　　＋β５ｘ（新車に対する指標）
　　＋β６ｋｘ（加盟パートナーに対する指標）
　　　　∀ｋ、ここで、ｋは、加盟パートナーを表す。
【０１３１】
　一実施形態では、そのように計算された全粗収益は、その正味支払比によって乗算され
、販売店あたりの支払可能性における差異を考慮する。これを達成するために、別個の増
倍率θｎが、適用され得、ここで、θｎは、正味支払比として推定される。θｎは、線形
回帰における一連の変数に基づいて計算され得る、または所与のディーラーに対する支払
履歴の移動１２ヶ月窓等のより単純な要因であってもよいことに留意されたい。例えば、
ディーラーＺに対して、過去１２ヶ月にわたって、（本明細書に開示される本発明を実装
するＴｒｕｅＣａｒシステム等の仲介エンティティによって）ディーラーＺに請求された
請求書の合計が、＄１００００となり得るが、その総支払（配賦および／または支払いの
不履行等のため）は、わずか＄７８００であり得る。したがって、ディーラーＺに対して
、本実施例では、その正味支払比は、θｎ＝０．７８となるであろう。
【０１３２】
　これらの構成要素は、次いで、まとめられ（例えば、ＤＳＡモジュールによって）、顧
客の（問い合わせ）特定の車両要求に基づいて、あるディーラーを本特定の消費者に表示
することによって、仲介業者が見込み得る、予想される収益ＥＲ（ＥＲ＝Ｐｃ・Ｒｇ・θ

ｎ）を取得することができる。
【０１３３】
　したがって、検索時間および金額を削減することによって、本明細書に開示されるＤＳ
Ａから恩恵を享受し得るのは、消費者だけではなく、加えて、仲介業者もまた、恩恵を享
受し得る。さらに、ベンダーもまた、本明細書に開示されるＤＳＡから恩恵を享受し得る
。例えば、ディーラーは、販売契約成約率を増加させ、保管コストを削減することによっ
て、その在庫のより良好に管理し、および／または製品欠品の潜在的損失を回避すること
によって、在庫を増加させるために、その特定の特性を調節することができる。
【０１３４】
　ＤＳＡのいくつかの実施形態では、地元Ｌ（６０マイルの運転距離区域内）内における
各ディーラーの独自の予想される収益は、以下の式を使用して算出することができる：
【０１３５】
【数９】

ここで、ｄｔ，ｚは、郵便番号ｚ内の装備品ｔに対する需要であって、ｎｉ，ｔは、ディ
ーラーｉにおける装備品ｔの在庫であって、πｉ，ｔは、成立した取引あたりの収益（全
装備品／ディーラー対にわたって一定または異なり得る）であって、σｉ，ｔは、装備品
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にわたる代替性を反映する。例えば、ユーザが、車両装備品Ａの見込客となる場合、実際
には、車両装備品Ｂを購入し得る可能性がある。代替性は、購入者に、そのオンライン検
索と異なり得る店舗在庫が提示されるときに生じる。
【０１３６】
　車両の販売に影響を及ぼし得る独立変数は、変数選択プロセスに含まれる。価格オフセ
ットは、仕切り価格にわたる割合に変換され、価格を異なる自動車製造業者間の同一の尺
度でオフセットさせる。ディーラー関連特徴は、あるコホート内で再スケール化され、他
のディーラーと比較したその効果を反映する。ある非再スケール化変数もまた、最良およ
び最悪価格が、あまり異ならないとき、あるいは最も近いまたは最も遠いディーラーが両
方とも、ほぼ同一の距離範囲内に位置するとき、販売に及ぼす、最良価格または最も近い
ディーラー効果を過剰評価しないように、含まれ得る。最終モデルは、結果として生じる
推定販売確率が、ディーラーが履歴的に表示されることを前提として、実際の観察された
販売行為と最も一致し得るように、ロジスティック回帰における一致率を最大限にするこ
とによって選定され得る。
【０１３７】
　種々のタイプの交差検定が、ＤＳＡモデルに適用されてもよい。例えば、最終データセ
ットは、Ａ－Ｂ試験に対して、２つのグループにランダムに分割され、また、２つの時間
枠に従って、２つの部分に分離され得る。
【０１３８】
　本明細書に開示されるＤＳＡの実施形態はまた、ディーラーからの車両の購入確率に従
って、顧客をランク付けすることによって、ディーラー側に適用されることができる。あ
る実施形態では、全ディーラー特徴は、固定され得、販売確率は、その世帯所得、性別、
および自動車製造業者オプション、ディーラーまでの距離、顧客忠誠心、顧客地域ディー
ラー密度等の顧客の特徴に基づき得る。同一の郵便番号からの人口の平均所得、平均世帯
サイズ、および履歴ディーラー選好等の人口統計情報は、各一意のコホートに対して入力
される良好な推定となるであろう。利害関係のある顧客Ｕのグループ間のある顧客ｃへの
装備品ｔの販売確率は、以下の関数
【０１３９】

【数１０】

によって計算され得る。
【０１４０】
　潜在的変数の実施例は、以下のようなものである：
　δｃ，ｔ＝α0

　　｛個々の顧客ｃの特徴｝
　　α１ｘ顧客ｃの世帯所得
　　α２ｘ顧客ｃの家族数
　　α３ｘ顧客ｃの世帯サイズ
　　α４ｘ顧客の地域ディーラー密度
　　α５ｘ顧客が古い自動車を下取りに出す場合
　　α６ｘ顧客ｃの支払タイプ（例えば、現金または融資）
　　｛顧客ｃおよびディーラーの相互作用を説明する特徴｝
　　α７ｘ顧客ｃからディーラーまでの距離
　　α８ｘ顧客ｃがそのディーラーから以前に購入した場合
　　α９ｘ顧客ｃの郵便番号内のディーラーの販売数
　　α１０ｘ顧客ｃがディーラーと同一の州内にある場合
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　　＋εｃ，ｔ，ｉ　。
【０１４１】
　顧客が、ディーラーからの購入の確率によってランク付けされると、販売員は、より高
い購入可能性を伴うそれらの顧客に最初に到達することによって、その効果および時間を
より良好に配分することができる。より多くの広告および販促努力が、高購入確率を伴う
それらの人口およびエリアに標的を絞るべきである。
【０１４２】
　図７は、ＤＳＡモデルを使用する方法の例示的実施形態を描写する。マップデータ７０
０は、ディーラー７１０と関連付けられた情報および潜在的顧客７２０と関連付けられた
情報等、複数のソースから作成されたディーラー情報７１０と顧客情報７２０との間のデ
ータマッピングであり得る。
【０１４３】
　ディーラー情報７１０は、ディーラーによって提供された情報７２５、ディーラーの観
察された業績７３０、および他のディーラーと比較したディーラー情報７３５を含んでも
よい。ディーラー提供情報７２５は、ディーラー集合の中の各個別のディーラーによって
販売された製品の場所、特典、在庫、および価格設定等の情報が含まれてもよい。本情報
は、個々のディーラーのそれぞれによって提供される、および／またはそこから通信され
てもよい。しかしながら、ディーラーが、ネットワーク内にない場合、または他の理由か
らディーラー情報７２５を提供しない場合、ディーラー情報７２５は、ウェブ検索を介し
て、製造業者データ、または任意の他のソースから、収集あるいは取得されてもよい。
【０１４４】
　ディーラー７３０の観察された業績は、ディーラーの販売契約成約率等の個々のディー
ラーの業績と関連付けられてもよい。最初に、ディーラー７３０の観察された業績は、前
述のようなＤＳＡモデル等、調査データセットまたはモジュールとして設定されてもよい
。より多くのデータは、収集または回収され、フィードバックループ７８０を介して通信
されるにつれて、本情報は、ディーラーの観察された業績７３０を更新および／または修
正するために使用されてもよい。より具体的には、調査データセットは、最初は、経験的
データに基づく、一式の係数および変数であってもよく、潜在的顧客およびディーラーと
のさらなる相互作用に基づいて、係数および変数は、調節、更新、および／または修正さ
れてもよい。故に、ディーラー情報７１０および／または顧客情報７２０等のより多くの
データが、蓄積されるにつれて、更新されたＤＳＡモデルが、決定されてもよく、これは
、ディーラーの観察された業績７３０を調節し得る。
【０１４５】
　ディーラー情報７１０はまた、他のディーラー（競合他社）と比較したディーラー情報
７３５を含んでもよい。本情報は、部分的に、データベースおよびオンライン第三者マッ
プサービス内に記憶されるディーラーと関連付けられたディーラー提供情報７２５に基づ
いてもよい。本データは、ある地理的地域内の他のディーラーに対する、その地理的地域
内のあるディーラーの正規化データであり得る。例えば、第１のディーラーが、特定の製
品に対して、ある価格を有する場合、増分関係が、第１のディーラーにおける特定の製品
の価格をその地理的地域内の他のディーラーにおける特定の製品の価格と比較して、決定
され得る。同様に、他のディーラーと比較したディーラー情報７２５は、ある地理的地域
内の各ディーラーまでの正規化運転時間を含んでもよい。地理的地域は、潜在的顧客から
半径距離、潜在的顧客からの運転時間と関連付けられた地理的地域、および／または閾値
数の潜在的ディーラーを含む地理的地域のいずれかであってもよい。例えば、地理的地域
は、潜在的顧客からの運転時間距離内の閾値数のディーラーを含んでもよい。そのような
閾値数の例示的範囲は、６～１０であってもよい。ある実施形態では、他のディーラーと
比較したディーラー情報は、毎日、毎週、および／または毎月ベースで動的に更新されて
もよい。
【０１４６】
　顧客情報７２０は、潜在的顧客と関連付けられた情報であってもよい。例えば、顧客情
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報７２０は、潜在的顧客から特定のディーラーまでの運転時間または潜在的顧客の場所と
関連付けられた地理的地域内の代替ディーラーの数等、顧客ディーラー関係に関する情報
７４０を含んでもよい。
【０１４７】
　顧客情報７２０はまた、潜在的顧客の場所、潜在的顧客の所得、および潜在的顧客の製
造業者／型式／装備品を含み得る車両選好等、顧客提供情報７４５を含んでもよい。ある
実施形態では、顧客情報７２０は、潜在的顧客が、直接、ウェブサイト上のウェブ書式に
データを入力することによって、取得されてもよい。別の実施形態では、顧客情報７２０
は、潜在的顧客からの年齢、性別、所得、および場所等の以前に取得され、マップされた
顧客情報７２０を有する、ｙａｈｏｏ（登録商標）またはＡＡＡ（登録商標）等のパート
ナーシップ組織を介して取得されてもよい。別の実施形態では、顧客情報７２０は、第三
者を介して取得されてもよい。本実施形態では、人口統計情報、連絡先情報、および同等
物等、顧客から取得された任意の情報が、第三者に伝送されてもよい。第三者は、次いで
、伝送された顧客情報７２０をそのデータベースに対してマップまたは比較し、任意の付
加的顧客情報７２０を通信してもよい。
【０１４８】
　調査データセット７５０は、ディーラー情報７１０および顧客情報７２０と関連付けら
れた統計方法論に基づいて調査されたデータセットを含んでもよい。回帰係数７５０が、
次いで、統計方法論基づいて設定され、調査データセット７５０およびロジスティック回
帰手法を決定してもよい。さらに、回帰係数７５０は、即座に設定され得るが、しかしな
がら、ディーラー情報７１０および顧客情報７２０が、更新、修正、または変更されるに
つれて、調査データセット７５０および回帰係数７６０は、対応して、修正されてもよい
。
【０１４９】
　フロントエンド７６５は、特定の潜在的顧客と関連付けられたＤＳＡモデルのフロント
エンド使用を表す。決定された回帰係数７５０を使用して、ＤＳＡモデルは、集合の中の
各ディーラーに対する顧客／ディーラー組み合わせ７７０のスコアを決定してもよい。次
いで、フロントエンド７６５では、最高スコアディーラー７７５が、顧客７７５に提示さ
れてもよい。さらに、回帰係数７６０と関連付けられた情報が、次いで、フィードバック
ループ７８０上で通信され、ディーラーの観察された業績７３０を更新および／または修
正してもよい。
【０１５０】
　図８は、ネットワーク内のディーラーに対する運転時間距離を決定するための例示的実
施形態を描写する。ディーラーは、ネットワークに、ディーラー８２０の住所を供給して
もよい。オンラインジオコーディングＡＰＩサービス８１０を使用して、ディーラーに対
してジオコーディングされた住所８２０が、決定され得る。ディーラーの緯度を含む、デ
ィーラーのジオコーディングされた住所８２０は、次いで、データベース８３０内に記憶
されてもよい。さらに、データベース８３０は、ネットワークジオコーディングされた住
所内の各ディーラーを含んでもよい。データベースは、ディーラーを囲む郵便番号と関連
付けられた郵便番号図心８４０を含んでもよい。オンライン道順ＡＰＩサービス８５０お
よび郵便番号中心図心８４０を使用して、データベース８３０内に記憶されたディーラー
のジオコーディングされた住所から郵便番号図心８４０への運転道順が、決定されてもよ
い。さらに、ディーラーのジオコーディングされた住所から一意の郵便番号図心までの運
転道順数は、ディーラーの地理的場所と関連付けられた経験的証拠に基づき得る。例えば
、一実施形態では、ディーラーからの運転道順８６０は、６－１０郵便番号図心に対して
決定され得る。運転道順８６０を利用して、郵便番号図心／ディーラー対間の運転距離／
時間８７０が、決定されてもよい。さらなる実施形態では、本手順は、新しいディーラー
が、ネットワークに追加される度に繰り返され得る。
【０１５１】
　図９は、消費者が、クライアントデバイス上のユーザインターフェースを通して、本明



(35) JP 6049710 B2 2016.12.21

10

20

30

40

50

細書に開示されるＤＳＡを実装する実施形態とどのように相互作用し得るかの別の実施例
を描写する。ウェブページ９００は、ユーザによって入力または記入され得る顧客情報と
関連付けられた書式９１０、潜在的顧客まで最も近いディーラーＴｒｕｅＣａｒ認定ディ
ーラー、および地理的地域内の車両の特定の装備品に関する標的価格を含んでもよい。
【０１５２】
　本開示は、具体的実施形態に関して説明されたが、これらの実施形態は、単に、例示で
あって、本明細書に開示される本発明の制限ではない。本発明の図示される実施形態の本
明細書における説明は、要約および概要における説明を含め、包括的であること、または
本発明を本明細書に開示される精密な形態に限定することを意図しない（および、特に、
要約または概要内の任意の特定の実施形態、特徴、または機能の包含は、発明の範囲をそ
のような実施形態、特徴、または機能に限定することを意図しない）。むしろ、説明は、
当業者に、要約または概要に説明される任意のそのような実施形態特徴または機能を含め
、本発明を任意の特に説明される実施形態、特徴、または機能に限定せず、本発明を理解
するための背景を提供するために、例示的実施形態、特徴、および機能を説明することを
意図する。本発明の具体的実施形態およびその実施例は、例示的目的のためだけに本明細
書に説明されるが、種々の均等修正も、当業者が認識および理解するであろうように、本
発明の精神および範囲内において可能である。示されるように、これらの修正は、本発明
の図示される実施形態の前述の説明に照らして、本発明に行われてもよく、本発明の精神
および範囲内に含まれるものとする。したがって、本発明は、その特定の実施形態を参照
して、本明細書に説明されるが、様々な修正、種々の変更および代用が、前述の開示内で
意図され、いくつかの事例では、記載されるような本発明の範囲および精神から逸脱する
ことなく、本発明の実施形態のいくつかの特徴が、他の特徴の対応する使用を伴わずに、
採用されるであろうことを理解されるであろう。したがって、多くの修正は、特定の状況
または材料を本発明の本質的範囲および精神に適合させるために行われ得る。
【０１５３】
　全体を通しての「ｏｎｅ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔ（一実施形態）」、「ａｎ　ｅｍｂｏ
ｄｉｍｅｎｔ（ある実施形態）」、または「ａ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎ
ｔ（具体的実施形態）」、あるいは類似専門用語の参照は、実施形態に関連して説明され
る特定の特徴、構造、または特性が、少なくとも、一実施形態に含まれ、必ずしも、全実
施形態に存在しなくてもよいことを意味する。したがって、語句「ｉｎ　ｏｎｅ　ｅｍｂ
ｏｄｉｍｅｎｔ（一実施形態では）」、「ｉｎ　ａｎ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔ（ある実施
形態では）」、または「ｉｎ　ａ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔ（具体的実
施形態では）」、あるいは本明細書全体を通した種々の場所における類似専門用語の個別
の表出は、必ずしも、同一の実施形態を参照するわけではない。さらに、任意の特定の実
施形態の特定の特徴、構造、または特性は、任意の好適な様式において、１つ以上の他の
実施形態と組み合わせられてもよい。本明細書に説明および図示される実施形態の他の変
形例および修正も、本明細書の教示に照らして可能であって、本発明の精神および範囲の
一部として見なされるべきであることを理解されたい。
【０１５４】
　本明細書の説明では、多数の具体的詳細が、構成要素および／または方法の実施例等、
本発明の実施形態の完全理解を提供するために提供される。しかしながら、当業者は、実
施形態が、具体的詳細のうちの１つ以上を伴わずに、あるいは他の装置、システム、アセ
ンブリ、方法、構成要素、材料、部品、および／または同等物を伴って、実践可能であり
得ることを認識するであろう。他の事例では、公知の構造、構成要素、システム、材料、
または動作は、本発明の実施形態の側面を曖昧にすることを回避するために、具体的には
、詳細に図示または説明されない。本発明は、特定の実施形態を使用することによって図
示され得るが、これは、任意の特定の実施形態ではなく、本発明をそれに限定するわけで
もなく、当業者は、付加的実施形態が、容易に理解可能であって、本発明の一部であるこ
とを認識するであろう。
【０１５５】
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　本明細書で論じられる実施形態は、ネットワーク（例えば、インターネット）に通信可
能に連結されるコンピュータ、別のコンピュータ、または独立型コンピュータ内に実装さ
れることができる。当業者に公知のように、好適なコンピュータとして、中央処理ユニッ
ト（「ＣＰＵ」）、少なくとも１つの読取専用メモリ（「ＲＯＭ」）、少なくとも１つの
ランダムアクセスメモリ（「ＲＡＭ」）、少なくとも１つのハードドライブ（「ＨＤ」）
、および１つ以上の入力／出力（「Ｉ／Ｏ」）デバイスが挙げられ得る。Ｉ／Ｏデバイス
は、キーボード、モニタ、プリンタ、電子ポインティングデバイス（例えば、マウス、ト
ラックボール、スタイレット、タッチパッド等）、または同等物が挙げられ得る。
【０１５６】
　ＲＯＭ、ＲＡＭ、およびＨＤは、ＣＰＵによって実行可能あるいはＣＰＵによって実行
可能であるようにコンパイルまたは解釈可能なコンピュータ実行可能命令を記憶するため
のコンピュータメモリである。好適なコンピュータ実行可能命令は、コンピュータ可読媒
体（例えば、ＲＯＭ、ＲＡＭ、および／またはＨＤ）、ハードウェア回路または同等物、
または任意のそれらの組み合わせ上に常駐し得る。本開示では、用語「コンピュータ可読
媒体」は、ＲＯＭ、ＲＡＭ、およびＨＤに限定されず、プロセッサによって読み取ること
ができる任意のタイプのデータ記憶媒体を含むことができる。例えば、コンピュータ可読
媒体は、データカートリッジ、データバックアップ磁気テープ、フロッピー（登録商標）
ディスケット、フラッシュメモリドライブ、光学データ記憶ドライブ、ＣＤ－ＲＯＭ、Ｒ
ＯＭ、ＲＡＭ、ＨＤ、または同等物を指し得る。本明細書に説明されるプロセスは、コン
ピュータ可読媒体（例えば、ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、メモリ等）上に常駐し得る、好適
なコンピュータ実行可能命令内に実装されてもよい。代替として、コンピュータ実行可能
命令は、ソフトウェアコード構成要素として、直接アクセス記憶デバイスアレイ、磁気テ
ープ、フロッピー（登録商標）ディスケット、光学記憶デバイス、あるいは他の適切なコ
ンピュータ可読媒体または記憶デバイス上に記憶されてもよい。
【０１５７】
　Ｃ、Ｃ＋＋、Ｊａｖａ（登録商標）、ＪａｖａＳｃｒｉｐｔ（登録商標）、ＨＴＭＬ、
または任意の他のプログラミングまたはスクリプト記述コード等を含む、任意の好適なプ
ログラミング言語を使用して、本明細書に説明される本発明の実施形態のルーチン、方法
、またはプログラムを実装することができる。他のソフトウェア／ハードウェア／ネット
ワークアーキテクチャが、使用されてもよい。例えば、開示される実施形態の関数は、１
つのコンピュータ上に実装される、あるいはネットワーク内にまたはそれにわたって、２
つ以上のコンピュータ間に共有／分散されてもよい。実施形態を実装するコンピュータ間
の通信は、公知のネットワークプロトコルに準拠する通信の任意の電子、光学、無線周波
数信号、または他の好適な方法およびツールを使用して、達成することができる。
【０１５８】
　手続き指向またはオブジェクト指向等、異なるプログラミング技法を採用することがで
きる。任意の特定のルーチンが、単一コンピュータ処理デバイスまたは複数のコンピュー
タ処理デバイス、単一コンピュータプロセッサまたは複数のコンピュータプロセッサ上で
実行することができる。データは、単一記憶媒体内に記憶される、または複数の記憶媒体
を通して分散されてもよく、単一データベースまたは複数のデータベース（または、他の
データ記憶技法）内に常駐してもよい。ステップ、動作、または算出は、特定の順番で提
示され得るが、本順番は、異なる実施形態では、変更されてもよい。いくつかの実施形態
では、複数のステップが、本明細書に順次的として示される範囲において、代替実施形態
におけるそのようなステップのいくつかの組み合わせは、同時に、行われてもよい。本明
細書に説明される動作のシーケンスは、オペレーティングシステム、カーネル等の別のプ
ロセスによって中断、一時停止、または別様に制御されることができる。ルーチンは、オ
ペレーティングシステム環境内において、または独立ルーチンとして、動作することがで
きる。本明細書に説明される機能、ルーチン、方法、ステップ、および動作は、ハードウ
ェア、ソフトウェア、ファームウェア、または任意のそれらの組み合わせにおいて行われ
ることができる。
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【０１５９】
　本明細書に説明される実施形態は、ソフトウェア、またはハードウェア、または両方の
組み合わせにおいて、制御論理の形態で実装されることができる。制御論理は、情報処理
デバイスに、種々の実施形態に開示される一式のステップを行うよう指示するように適合
された複数の命令として、コンピュータ可読媒体等の情報記憶媒体内に記憶されてもよい
。本明細書に提供される本開示および教示に基づいて、当業者は、本発明を実装するため
の他の手法および／または方法を理解するであろう。
【０１６０】
　ソフトウェアプログラミングまたはコード内に、本明細書に説明されるステップ、動作
、方法、ルーチン、またはその一部のいずれかを実装することもまた、本発明の精神およ
び範囲内であって、そのようなソフトウェアプログラミングまたはコードは、コンピュー
タ可読媒体内に記憶されることができ、プロセッサによって、コンピュータに、本明細書
に説明されるステップ、動作、方法、ルーチン、またはその一部のいずれかを行わせるよ
うに動作されることができる。本発明は、１つ以上の汎用デジタルコンピュータ内のソフ
トウェアプログラミングまたはコードを使用することによって実装されてもよく、特定ア
プリケーション向け集積回路、プログラマブル論理デバイス、フィールドプログラマブル
ゲートアレイ、光学的、化学的、生物学的、量子力学的、またはナノ加工システム、構成
要素および機構が、使用されてもよい。一般に、本発明の機能は、当技術分野において公
知のような任意の手段によって達成することができる。例えば、分散またはネットワーク
化システム、構成要素、および回路を使用することができる。別の実施例では、データの
通信または転送（または別様に、ある場所から別の場所に移動する）は、有線、無線、ま
たは任意の他の手段によるものであってもよい。
【０１６１】
　「コンピュータ可読媒体」は、命令実行システム、装置、システム、またはデバイスに
よって、あるいはそれと併せて使用するために、プログラムを含有、記憶、通信、伝搬、
もしくはトランスポートすることができる、任意の媒体であってもよい。コンピュータ可
読媒体は、限定ではなく、単なる一例として、電子、磁気、光学、電磁、赤外線、または
半導体システム、装置、システム、デバイス、伝搬媒体、あるいはコンピュータメモリで
あることができる。そのようなコンピュータ可読媒体は、概して、機械可読であって、ヒ
ト可読（例えば、ソースコード）または機械可読（例えば、オブジェクトコード）であり
得る、ソフトウェアプログラミングまたはコードを含むであろう。一過性でないコンピュ
ータ可読媒体の実施例として、ランダムアクセスメモリ、読取専用メモリ、ハードドライ
ブ、データカートリッジ、磁気テープ、フロッピー（登録商標）ディスケット、フラッシ
ュメモリドライブ、光学データ記憶デバイス、コンパクトディスク読取専用メモリ、およ
び他の適切なコンピュータメモリ、およびデータ記憶デバイスが挙げられ得る。例示的実
施形態では、ソフトウェア構成要素の一部または全部は、単一サーバコンピュータまたは
別個のサーバコンピュータの任意の組み合わせ上に常駐し得る。当業者が理解し得るよう
に、本明細書に開示される実施形態を実装するコンピュータプログラム製品は、コンピュ
ーティング環境内の１つ以上のプロセッサによって翻訳可能であるコンピュータ命令を記
憶する、１つ以上の一過性でないコンピュータ可読媒体を備えてもよい。
【０１６２】
　「プロセッサ」は、データ、信号、または他の情報を処理する、任意のハードウェアシ
ステム、機構、または構成要素を含む。プロセッサは、汎用中央処理ユニット、複数の処
理ユニット、機能性を達成するための専用回路、または他のシステムを伴うシステムを含
むことができる。処理は、地理的場所に限定される、または時間的制限を有する必要はな
い。例えば、プロセッサは、「リアルタイム」、「オフライン」、「バッチモード」等で
その機能を行うことができる。処理の一部は、異なる時間および異なる場所で、異なる（
または、同一の）処理システムによって行うことができる。
【０１６３】
　また、図面／図に描写される要素のうちの１つ以上は、特定のアプリケーションに従っ
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装される、あるいは除去される、または動作不能にさえされ得ることを理解されたい。加
えて、図面／図の任意の信号矢印は、別様に具体的に記載されない限り、限定ではなく、
例示にすぎないと見なされるべきである。
【０１６４】
　本明細書で使用されるように、用語「ｃｏｍｐｒｉｓｅ（備える）」、「ｃｏｍｐｒｉ
ｓｉｎｇ（備える）」、「ｉｎｃｌｕｄｅ（含む）」、「ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ（含む）」
、「ｈａｓ（有する）」、「ｈａｖｉｎｇ（有する）」、またはその任意の他の変形例は
、非排他的含有を網羅することが意図される。例えば、要素のリストを備える、プロセス
、製品、物品、または装置は、必ずしも、それらの要素のみに限定されず、明示的にリス
トされていない、あるいはそのようなプロセス、プロセス、物品、または装置に固有の他
の要素を含んでもよい。
【０１６５】
　さらに、用語「ｏｒ（または）」は、本明細書で使用されるように、別様に示されない
限り、概して、「ａｎｄ／ｏｒ（および／または）」を意味すると意図される。例えば、
条件ＡまたはＢは、いかのうちの任意の１つによって充足される：Ａは、真（または、存
在）であって、Ｂは、偽（または、不在）である、Ａは、偽（または、不在）であって、
Ｂは、真（または、存在）である、ならびにＡおよびＢの両方が、真の（または、存在）
である。本明細書で使用されるように、以下の請求項を含め、「ａ」または「ａｎ」（お
よび、先行詞が「ａ」または「ａｎ」であるときは、「ｔｈｅ」）によって先行される用
語は、別様に請求項内で明確に示されない限り、そのような用語の単数形および複数形の
両方を含む（すなわち、「ａ」または「ａｎ」の参照は、単数形のみまたは複数形のみを
明確に示す）。また、本明細書の説明および以下の請求項全体を通して使用されるように
、「ｉｎ（の中に）」の意味は、文脈によって明確に別様に示されない限り、「ｉｎ（の
中に）」および「ｏｎ（の上に）」を含む。本開示の範囲は、以下の請求項およびその法
的均等物によって決定されるべきである。
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